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第 1 章 研究の概要 

1-1．研究背景 

不登校，いじめ，自殺等の生徒指導上の諸課題は，近年，件数の増加のみならず，その

背景要因の複雑化・多様化が指摘されている。こうした課題に対しては，従来の個別対応

中心の枠組みから，学校全体で組織的に対応する「チーム学校」の考え方のもと，未然防

止・早期発見・早期対応を体系的に推進することが求められている。しかしながら，児童

生徒の内面的状態や日常的な変化は外から把握しにくく，教職員の経験や観察のみに依拠

した把握には限界があることも指摘されている。 

このような状況を踏まえ，文部科学省は 2022年に改訂した『生徒指導提要』におい

て，ICTを活用した生徒指導の推進を明確に位置づけた。ICTの活用により，児童生徒の

心身の状態変化に気づきやすくなること，児童生徒理解の幅が広がること，悩みや不安を

抱える児童生徒の早期発見・早期対応につながること，が期待されている（文部科学省，

2022）。また，GIGAスクール構想の推進により，児童生徒 1人 1台端末環境が整備され，

教育データを日常的に収集・活用する基盤が全国的に整いつつある。このような状況のも

とで，文部科学省は 2023年度以降，1人 1台端末等を活用した「心の健康観察」を推進し

ている。これは，児童生徒が自身の気分や体調，困り感等を日常的に入力することによ

り，その変化を継続的に把握し，支援につなげることを目的としたものである。 

教育データの収集や ICTツールの導入が進む一方で，それらをいかに教育実践に結び付

けるかという課題も顕在化している。すなわち，データを「収集すること」や「可視化す

ること」にとどまらず，それをどのように解釈し，どのように支援に活用し，どのように

組織的対応へと接続するかが問われている（石川・初澤，2025）。また，教職員の業務負

担，データの扱い方，校内での共有方法といった運用上の課題も指摘されており，ICTを

活用した生徒指導の実効性を高めるためには，実装可能性を含めた検討が不可欠である。 

以上の背景から，教育データを活用した児童生徒理解と支援の在り方を実践的に検討

し，その成果と課題を明らかにすることは，教育現場，行政機関に対しても有益な示唆を

提供するものと考えられる。 

 

1-2．研究目的 

本研究の目的は，生徒指導提要に対応した『子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」』（以

下，P-Lin）を開発・活用し，教育データを基盤とした実践的研究として，児童生徒理解お

よび学校における支援体制の充実に向けた可能性を検討することである。 

具体的には，第 1に，P-Linにおける日常的な入力データ（気分，体調，生活状況，困

り感，自由記述等）を用いて，児童生徒の適応状態および不適応の兆候をどの程度把握で

きるかを検討する。これにより，従来の観察や面談に加え，自己報告データを活用した新

たなアセスメントの可能性を明らかにする。 

第 2に，P-Linの導入が児童生徒に与える影響について検討する。具体的には，自己理
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解やセルフモニタリングの促進，援助要請行動の変化，学校適応感の変容などに着目し，

ICTを活用した日常的な振り返りが児童生徒の心理的・行動的側面にどのような影響を及

ぼすかを明らかにする。 

第 3に，P-Linを活用した情報共有が，学校における生徒指導・教育相談体制にどのよ

うな効果をもたらすかを検討する。特に，教職員間の情報共有の質的変化，支援判断の迅

速化，チーム支援の機能向上といった観点から，ICTを基盤とした組織的対応の可能性を

明らかにする。 

以上の検討を通して，教育データの利活用が学校における指導の改善・充実に資する条

件を整理し，国・教育委員会の教育政策に資する新たな知見の創出を目指すものである。 

 

1-3．本研究の意義 

本研究の意義は，教育データの利活用を，単なる情報収集や可視化の技術としてではな

く，アセスメントから支援へと接続する実践的枠組みとして提示する点にある。 

第 1に，理論的意義として，児童生徒の自己報告データを基盤とした新たなアセスメン

トの在り方を提示する点が挙げられる。従来の生徒指導においては，教職員による観察や

面談が中心であったが，本研究は，日常的に蓄積される主観的データを活用することによ

り，児童生徒の状態変化を連続的・多面的に捉える可能性を示すものである。 

第 2に，実践的意義として，児童生徒の自己理解の促進および援助要請の活性化に資す

る可能性を検討する点が挙げられる。P-Linを通じた日常的な入力行為は，単なるデータ

提供にとどまらず，児童生徒自身が自らの状態を振り返る契機となり，自己調整や問題解

決に向けた行動を促すことが期待される。また，教職員にとっても，データに基づく児童

生徒理解が可能となり，支援の質の向上につながることが考えられる。 

第 3に，組織的意義として，ICTを基盤としたチーム支援の充実に資する点が挙げられ

る。児童生徒に関する情報が共有可能な形で蓄積されることにより，教職員間での共通理

解が促進され，支援の方向性の統一や迅速な意思決定が可能となる。これは，「チーム学

校」の理念を具体的に実装する一つの手法として位置づけることができる。 

第 4に，政策的意義として，本研究は，GIGAスクール構想，『生徒指導提要』，「心の健

康観察」といった国の施策を，学校現場においてどのように具体化し得るかを示す実証的

研究として位置づけられる点に価値がある。本研究は，導入効果のみならず，運用上の課

題や限界についても明らかにする点に特徴がある。教育データの利活用は，その有効性と

同時に，教職員の負担，データの解釈の難しさ，校内体制の整備といった課題を伴う。本

研究においてこれらを明示することは，今後の制度設計や実装改善に向けた基礎資料とし

て重要な意義を有する。 

以上のように，本研究は，教育データを活用した実践的研究として，理論・実践・政策

の三層にまたがる知見を統合的に提示し，学校における指導の改善・充実に資するもので

ある。 
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1-4．研究目的を達成するための研究体制と分担 

本研究は，複数の専門領域にわたる研究者により構成される体制のもとで実施した。各

構成員の役割分担は以下のとおりである。本研究では，アプリ開発/改修等の技術構築，教

育実践への接続，データ分析，法的・倫理的検討を並行して進める必要があり，こうした

多面的課題に対応するための研究体制が構築された。 

 

研究体制（研究代表者・研究分担者・研究協力者） 

 氏名（所属） 分担 

研究代表者 

（2023 年度） 

研究分担者 

（2024 年度～） 

田村節子 

（東京成徳大学） 

・研究全体統括 

・アプリ設計，仕様策定／開発委託管理 

・学校現場との調整および導入/運用支援 

・実践的有用性の検討 

研究分担者 

（2023 年度） 

研究代表者 

（2024 年度～） 

石川満佐育 

（鎌倉女子大学） 

・研究全体統括 

・アプリ設計，仕様策定 

・学校現場への導入/運用支援 

・研究設計，調査進行管理，成果総括 

・データ分析 

・実践的有用性の検討 

研究分担者 
石隈利紀 

（東京成徳大学） 
・学校心理学的観点からの実践的有用性の検討 

研究分担者 
池田裕一 

（昭和医科大学） 

・データ分析 

・医学的観点からの実践的有用性の検討 

研究分担者 

（2023 年度） 

大河内範子 

（公益財団法人神経研究所） 

・アプリ設計・仕様策定／開発委託管理 

・学校現場との調整および導入/運用支援 

研究分担者 
谷貝彰紀 

（早川・村木経営法律事務所） 

・法律業務（契約書作成・リーガルチェック等） 

・法的観点からの実践的有用性の検討 

研究分担者 

（2023 年度） 

石井隼人 

（A 市教育委員会指導主事） 

・学校現場との調整および導入/運用支援 

・実践的有用性の検討 

研究協力者 
新井雅 

（跡見女子大学） 

・研究設計，調査進行，および成果総括 

・データ分析 

研究協力者 
中井大介 

（埼玉大学） 

・研究設計，調査進行，および成果総括 

・データ分析 

※P-Linのシステム開発については，外部業者に委託して実施した。なお，本研究におい

ては，研究チームがアプリの設計および仕様策定を担い，その内容に基づき開発を進め

る体制とした。また，取得されたデータの整備，データクレンジングおよび一部の分析

業務についても外部業者に委託し，分析方針の検討および分析結果の整理にあたって助

言・協力を得た。最終的な分析結果の確認，研究上の解釈および報告書への記載は，研

究チームが行った。 
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1-5．研究基盤としての子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」 

（1）子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」の概要 

本研究において用いたアプリは，一般社団法人スクール・セーフティネット・リサー

チ・センターが開発した子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」（商標登録済）である。P-Lin

は，学校心理学（石隈，1999）および『生徒指導提要』（文部科学省，2022）におけるチ

ーム支援の枠組みを理論的基盤として開発された。P-Linは，『生徒指導提要』に示される

アセスメント過程，すなわち情報収集，分析，共有，支援仮説の形成，目標および方法の

決定を，教職員が実施する際の支援を意図して設計されている。具体的には，児童生徒に

よる日常的な自己報告データの蓄積により，教職員による継続的な情報収集を可能とし，

その時系列的変化を可視化することで状態の把握および分析を支援する。また，これらの

データは教職員間で共有可能な形式で提示され，チーム支援における共通理解の形成に資

する基盤を提供する。さらに，支援ニーズが示唆されるデータに基づき，教職員が児童生

徒の状態に応じた支援仮説の検討および支援方針の検討を行うための情報を提供すること

が想定されており，児童生徒の主観的データを基盤とした継続的な状態把握を可能とす

る。これにより，個別の課題への対応のみならず，すべての児童生徒の学校生活の質の向

上を志向した基盤的支援を提供することを目指している。 

なお，P-Linは，文部科学省（2024a）が公表した「1人 1台端末を活用した健康観察・

教育相談システム一覧」（2024年 12月）に掲載されており，ICTを活用した児童生徒支援

の文脈において一定の政策的意義を有するツールとして位置づけられている。 

 

（2）子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」の構成 

P-Linは，「デイリー入力項目群」と「プロフィール入力項目群」の二層構造により構成

される。質問はチャットボット形式で提示され，選択式および自由記述式の項目から構成

される。また，本アプリ用に設計されたキャラクター「ぷりん」が応答を支援すること

で，児童生徒が抵抗感なく自己表出できるよう配慮されている。 

「デイリー入力項目群」は，児童生徒が日常的に入力する項目群であり，基本となる 13

項目により構成されるとともに，回答内容に基づいて支援や相談の必要性が高いことが疑

われる場合には追加項目（4～5項目）が提示される構造を有している。学習面，心理面，

社会面，健康面，家庭面，生活面（勉強時間，睡眠時間等）に関する主観的状態を対象と

しており，これらを継続的に把握することを目的とする。入力は原則として日単位で行わ

れ，短期的な変化の把握およびリスク兆候の早期検出を可能とする設計となっている。さ

らに，本構造により支援ニーズや相談ニーズの詳細な把握を可能とする点に特徴があり，

困難な課題を抱える児童生徒への対応にとどまらず，問題が顕在化する以前の段階におけ

る予防的対応を支える機能を有する。また，学校を欠席している児童生徒においても入力

が可能であり，登校状況に依存しない継続的な状態把握を可能とする。 

「プロフィール入力項目群」は，年度内に 1～2回程度入力する計 44項目から構成さ
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れ，児童生徒の中長期的な特性や課題の把握を目的とする。具体的には，自助資源および

支援資源の把握を通して，個別の支援方針の検討に資する基礎情報の把握を可能とする。 

児童生徒が入力したデータは，1週間単位でグラフとして可視化され，本人によるセル

フモニタリングを可能とする。これにより，自己理解および自己調整の促進が期待される

とともに，児童生徒が自身の状態変化に気づき，必要に応じて援助を求める契機となるこ

とが想定される。また，入力継続を促す仕組みとして，入力に応じたポイント付与やキャ

ラクター変化等のゲーミフィケーション要素を実装している。 

教職員は，児童生徒の入力データを一覧形式で把握することが可能であり，個別および

集団の状態把握に活用できる。また，自由記述に対して教職員がコメントを返す機能を有

しており，双方向のコミュニケーションを可能とする。これらにより，児童生徒理解の深

化および日常的なコミュニケーションの促進が図られるとともに，状態変化の早期把握に

基づく早期対応が可能となる。さらに，これらの情報は教職員間で共有可能であり，チー

ム学校・チーム支援の推進に資する基盤情報として機能する。結果として，支援の効率化

および教職員の負担軽減にも寄与することが期待される。 

 

※本報告書では，P-Linにおける入力項目の構成および分析に用いた主要項目について，

研究目的の達成に必要な範囲で記載している。一方で，P-Linは児童生徒支援を目的と

して設計された実践的システムであり，項目の具体的文言，提示順序，回答内容に応じ

た追加項目の分岐条件等には，システム設計上および運用上の工夫が含まれている。そ

のため，本報告書では，すべての入力項目および設計上の詳細を網羅的には記載してい

ない。 

 

（3）子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」の開発および運用過程 

P-Linは，2023年度にモデル校において試行導入を実施し，その運用結果および利用者

アンケートを踏まえた改修を経て，2024年度以降に自治体単位での展開を進めた。導入の

経過は以下のとおりである。 

 

2023年度：A市中学校①（モデル校）にて試行導入（2023年 9月～） 

2024年度：A市内全 8中学校へ展開（2024年 7月～） 

2025年度：A市での継続運用に加え，他自治体へ展開 

     ・B市中学校①（2025年 4月～） 

     ・C市小学校①（試験導入 2025年 2月～ 正式導入 2025年 4月～） 

     ・B市小学校①（2025年 7月～） 

     ・D市小学校①（2025年 11月～） 

 

モデル校における試行導入の結果，質問項目の内容調整および機能改善の必要性が示さ
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れたため，項目の精緻化を行うとともに，児童生徒と教職員の相互コミュニケーションを

促進する機能（ひとこと日記機能，スタンプ機能等）を追加した。これらの改修を経て，

中学校版の完成版としての運用が開始され，その後も，小学校版の構築，シングルサイン

オン機能の実装等，学校現場での運用適合性の向上を目的とした継続的な改修を実施して

いる。 

 

（4）調査対象 

調査対象について，P-Lin入力者および入力延べ件数を Table 1-1に示す。モデル校から

自治体規模，さらに複数自治体への展開に伴い，研究基盤としてのデータ蓄積規模の拡大

が確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-6．研究倫理について 

 本研究の実施にあたっては，研究倫理に十分配慮した。具体的には，P-Linの利用規約

等を整備し，データの取得および活用に関する説明と同意の手続きを行った。また，本研

究は，研究代表者および分担者の所属機関における研究倫理審査委員会の承認を得て実施

した（東京成徳大学研究倫理委員会承認番号〔23-4〕，鎌倉女子大学研究倫理委員会承認番

号〔鎌倫-24004〕）。 

 

1-7．各章の位置づけ 

 本報告書は，P-Linの開発・導入過程，教育データを用いた児童生徒理解の可能性，学

校現場における実践的活用，ならびに今後の課題を段階的に整理する構成とした。各章の

位置づけは，以下のとおりである。 

第 2章では，P-Linへの入力状況と児童生徒の適応状態との関連を検討する。ここで

は，入力日数という基礎的な利用状況に着目し，P-Linへの日常的な入力行動が児童生徒

理解の手がかりとなり得るかを確認する。 

第 3章では，P-Linの導入評価と改善過程を整理する。児童生徒および教職員を対象と

した評価アンケートをもとに，P-Linの有用性と課題を検討し，学校現場で継続的に活用

するための実装上の視点を示す。 
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第 4章では，P-Linに蓄積された日次量的データを用いて，児童生徒理解の可能性を検

討する。睡眠時間，ネット利用時間，家庭学習時間，家庭環境，人間関係等の日常生活上

の要因に着目し，それらが登校回避傾向とどのように関連するかを分析する。 

第 5章では，P-Linの自由記述項目である「ひとこと日記」データを取り上げる。量的

データのみでは把握しにくい児童生徒の主観的経験や心理的文脈を，自由記述データから

どのように理解できるかを検討する。 

第 6章では，P-Lin利用期間中に実施した Pre-Post調査による 2時点比較をもとに，児童

生徒および教職員にみられる変化を検討する。児童生徒の相談に関する P-Lin利用意向や

心理指標，教職員のチーム支援機能に関する指標を比較し，2時点の変化を整理する。 

第 7章では，P-Lin導入校における実践報告をもとに，学校現場での活用実態と支援体

制への示唆を整理する。担任教師，管理職，コーディネーター教員等の報告を通して，P-

Linが児童生徒理解，関係形成，援助希求の把握，教職員間の情報共有にどのように活用

されているかを検討する。 

第 8章では，第 2章から第 7章までの知見を総合し，本研究全体の意義，限界，今後の

課題について考察する。教育データを活用した児童生徒理解と，学校における組織的支援

体制との接続可能性を整理し，P-Linの実践的アセスメント基盤としての位置づけを検討

する。 

以上の構成により，本報告書は，P-Linの導入と実装，教育データによる児童生徒理

解，2時点の変化，学校現場における実践的活用，総合考察という流れで展開する。すな

わち，P-Linを，児童生徒の状態把握，セルフモニタリング，援助希求，教職員間の情報

共有，チーム支援をつなぐ実践的アセスメント基盤として多面的に検討する。本報告書の

各章の位置づけを Table 1-2に示す。 
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第 2章 P-Linの入力状況と児童生徒の適応状態との関連 

 

2-1．本章の目的 

第 2章では，研究目的の第 1点である「P-Linの日常的な入力データを用いて，児童生

徒の適応状態および不適応の兆候をどの程度把握できるか」という課題について，基礎的

な検討を行う。具体的には，P-Linへの入力日数と，外部指標によって把握された適応状

態との関連を検討し，日常的な入力状況が児童生徒理解の一つの手がかりとなり得るかを

明らかにする。 

P-Linは，児童生徒が自身の気分，体調，生活状況，困り感等を継続的に入力すること

により，日常的な状態変化を把握することを企図して開発されたアプリである。そのた

め，入力内容そのものに加えて，入力行動の継続性や頻度それ自体も，児童生徒の学校適

応や生活上の安定性を反映する可能性がある。 

学校現場における児童生徒理解は，これまで教職員による観察や面談，あるいは一定時

点で実施される質問紙調査に依拠することが多かった。しかし，こうした方法では，日々

の微細な変化や短期的な揺らぎを継続的に把握することには限界がある。これに対し，P-

Linのような日常入力型のツールでは，児童生徒の主観的状態に関するデータが継続的に

蓄積されるため，従来把握しにくかった変化や兆候をとらえる可能性がある。 

本章で扱う入力日数は，P-Linに蓄積される教育データのうち，最も基礎的な利用状況

を示す指標である。したがって，本章の分析は，入力された内容の詳細を検討する前段階

として，児童生徒が P-Linを継続的に利用しているかどうか自体が，適応状態の把握に資

する可能性を検討するものとして位置づけられる。 

以上を踏まえ，本章では，モデル校における P-Linの入力日数と外部指標による適応状

態との関連を検討し，入力行動を児童生徒理解の補助的指標として位置づけ得るかを検証

する。 

 

2-2．方法 

（1）対象 

分析対象は，2023年度にモデル校として試行導入を行った A市中学校①の 1・2年生の

うち，P-Linの入力データと標準化された適応指標の双方が得られた 88名であった。 

（2）使用した指標 

P-Linにおける日常入力の実施状況を示す指標として，2023年 10月から 2024年 1月ま

での入力日数を用いた。また，児童生徒の適応状態を示す外部指標として，「教育相談の

ための総合調査シグマ Σ」（西日本テストセンター）の結果を用いた。2024年 2月時点の Σ

データに基づき，対象者を適応群，平均群，不適応群の 3群に分類した。各群の人数は，

適応群 17名，平均群 57名，不適応群 14名であった。 

（3）分析方法 
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各群の P-Lin入力日数を比較するため，1要因分散分析を実施した。本分析は，P-Linへ

の入力行動と適応状態との関連を探索的に明らかにすることを目的とする基礎的検討であ

り，日常的な入力状況が児童生徒理解や不適応の早期把握に資する可能性を検討するもの

として位置づけた。 

 

2-3．結果 

1要因分散分析の結果，P-Linへの入力日数には適応状態による群間差が認められた（F

（2, 85）= 4.76, p < .05）。平均入力日数は，適応群で 56.35日，平均群で 50.53日，不適応

群で 29.29日であり，不適応群では他の群に比べて入力日数が少ない傾向が示された。

Tukey法による多重比較の結果，不適応群は他の群に比べて入力日数が有意に少なかった

（Table 2-1）。すなわち，日常的な入力が継続して行われている児童生徒ほど適応状態が良

好であり，反対に，不適応状態にある児童生徒では入力が継続しにくい可能性が示され

た。この結果は，P-Linの入力内容だけでなく，入力行動そのものが，児童生徒の学校適

応を推測する一つの手がかりとなり得ることを示している。 

 

 

 

2-4．考察 

本結果は，P-Linへの日常的な入力状況が，児童生徒の適応状態と関連する可能性を示

した点で重要である。これまで，学校における児童生徒理解は，教職員による観察，面

談，学級での様子，出欠状況など，多面的な情報を総合して行われてきた。しかし，そう

した情報は，日常的に連続して蓄積されるとは限らず，また，児童生徒本人の主観的状態

を十分に反映しているとは言い難い場合もある。これに対し，P-Linのような自己報告型

の入力データは，児童生徒本人による継続的な記録であるという点に特色がある。 

不適応群において入力日数が少なかったことは，支援上重要な示唆を有している。困難

を抱える児童生徒ほど，自身の状態を日常的に入力すること自体が負担となり，入力が継

続しにくくなる可能性がある。その意味で，入力の途絶や入力頻度の低下は，支援ニーズ

の存在を示す一つのシグナルとなり得る。ただし，入力日数の少なさには，学校適応上の

困難だけでなく，端末利用環境，入力習慣，アプリへの関心，時間的制約など複数の要因

が関与する可能性がある。そのため，入力状況は単独で児童生徒の状態を判定する指標で

はなく，入力内容，自由記述，教職員による観察や面談等と組み合わせて解釈する補助的
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なアセスメント資料として位置づけることが適切である。 

もっとも，本結果は因果関係を示すものではない。入力日数が少ないことが不適応をも

たらすのではなく，不適応状態にある児童生徒が入力を継続しにくい可能性，あるいは両

者に共通する背景要因が存在する可能性も十分に考えられる。そのため，本章の結果は，

P-Lin入力行動を適応状態の補助的指標として位置づけるための基礎的知見とみなすのが

適切である。 

 

2-5．本章のまとめ 

以上の検討から，P-Linへの入力日数は，児童生徒の適応状態と関連する可能性が示さ

れた。このことは，教育データを活用した実践的研究として，日常的な自己報告行動の蓄

積が，従来の観察や面談を補完する新たなアセスメント資源となり得ることを示してい

る。 

一方で，本分析はモデル校 1校のデータを用いた基礎的検討であり，対象者数も限定的

である。また，入力日数という比較的単純な指標に基づく分析であるため，入力内容の質

的差異や日々の変動パターン，時系列的な前後関係までは十分に検討できていない。今後

は，年間を通した縦断的データの蓄積と分析を進めるとともに，日次変動や入力内容の特

徴を含めたより精緻な検討を行うことが必要である。 

 このように，第 2章では，P-Linの入力行動そのものが，児童生徒理解の手がかりとな

り得る可能性を示した。ただし，日常的な入力データを支援に活用するためには，児童生

徒が継続的に入力できること，教職員がその情報を無理なく確認・活用できること，学校

現場に適合した運用方法が整備されていることが前提となる。そこで第 3章では，導入初

期から自治体展開に至る評価アンケートの結果をもとに，P-Linの有用性と課題，ならび

に改善の経過について検討する。 
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第 3章 P-Linの導入評価と改善過程 

 

3-1．本章の目的 

第 2章では，P-Linへの入力日数と児童生徒の適応状態との関連を検討し，入力行動そ

のものが児童生徒理解の手がかりとなり得る可能性を示した。これを踏まえると，次に問

われるべきは，そのような入力を支える P-Linという仕組み自体が，児童生徒および教職

員にどのように受け止められ，実際の学校生活の中でどのような有用性と課題を有してい

たのかという点である。そこで本章では，P-Linの導入初期から自治体展開に至る過程で

実施した評価アンケートの結果をもとに，P-Linの有用性と課題，およびそれらを踏まえ

た改善の経過を整理する。 

教育データを活用したシステムは，技術的に機能するだけでは十分ではなく，学校現場

において無理なく運用され，児童生徒と教職員の双方にとって意味のある形で活用される

必要がある。したがって，P-Linに教育データが継続的に蓄積され，それが児童生徒理解

や支援実践に接続されるためには，アプリの機能面に加え，受容可能性，入力・確認の負

担，運用方法の明確化といった実装条件を検討することが不可欠である。 

 

3-2．方法 

P-Linの導入評価を検討するため，2023年度にはモデル校 A市中学校①において，導入

説明直後の 2023年 10月と，一定期間運用後の 2024年 3月の 2時点で，生徒および教師

を対象とした評価アンケートを実施した。さらに，2024年度には A市全中学校を対象とし

て評価アンケートを実施し，自治体規模での展開後における有用性と課題を検討した。 

生徒用アンケートの回答者数は，2023年 10月が 108名，2024年 3月が 67名，2024年

9月が 666名であった。また，教師用アンケートの回答者数は，2023年 10月が 18名，

2024年 3月が 16名，2024年 9月が 92名であった。 

評価内容は，生徒においては，入力のしやすさ，自己理解や生活の振り返りへの有効

性，負担感等に関する認識，教師においては，生徒理解への有効性，教育相談や生徒指導

への活用可能性，業務負担感等に関する認識を中心とした。加えて，生徒用アンケートに

は自由記述項目を設け，使用してよかったこと，P-Lin に対する機能の追加希望等につい

て回答を求めた。自由記述の整理にあたっては，個人が特定される可能性のある記述を除

外または一般化したうえで，生徒の使用感，有用性の認識，改善要望に関する内容を中心

に整理した。 

 

3-3．結果 

 生徒用アンケートの結果を Table 3-1および Table 3-2に，教師用アンケートの結果を

Table 3-3に示した。 
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（1）モデル校における評価 

生徒用アンケートでは，「ぷりんの入力はかんたんだと思いますか」に肯定的に回答し

た割合は，2023年 10月で 93.5%，2024年 3月で 89.6%であり，いずれの時点においても

高い水準を示した。また，「ぷりんに正直に答えようと思いますか」についても，2023年

10月で 95.4%，2024年 3月で 92.5%であった。これらの結果から，モデル校においては，

入力のしやすさや回答への抵抗感の少なさが確認された。 

一方で，「ぷりんを毎日入力するのはめんどうくさいと思いますか」に肯定的に回答し

た割合は，2023年 10月の 43.5%から 2024年 3月には 62.7%へと上昇した。また，「ぷりん

の質問は多くてたいへんだと思いますか」についても，2023年 10月の 38.9%から 2024年

3月には 52.2%へと上昇していた。したがって，導入初期には入力操作への受容可能性が

高く示された一方で，一定期間の継続利用を経る中で，毎日入力することや質問項目数に

関する負担感が高まる傾向が認められた。 

 

（2）自治体展開後の評価 

2024年度の自治体展開後においても，「ぷりんの入力はかんたんだと思いますか」に肯

定的に回答した割合は 89.6%，「ぷりんに正直に答えようと思いますか」は 89.5%であり，

入力操作や回答態度に関する受容可能性は概ね維持されていた。他方で，「ぷりんを毎日

入力するのはめんどうくさいと思いますか」は 61.5%，「ぷりんの質問は多くてたいへんだ

と思いますか」は 47.3%であり，入力負担は引き続き課題として残された。 

各機能の利用状況については，キャラクター進化機能を「いつも＋ときどき遊んでい

る」と回答した割合は，2024年 3月で 59.7%，2024年 9月で 59.8%であり，ほぼ同程度で

あった。一方，セルフモニタリング機能を「いつも＋ときどき見ている」と回答した割合

は，2024年 3月の 61.2%から 2024年 9月には 49.1%へと低下した。また，ひとこと日記に

ついて「先生からの反応が嬉しい」と回答した割合は 57.8%であった。 

また，生徒の自由記述回答からも，P-Lin の受け止め方について補足的な示唆が得られ

た。自由記述は，P-Lin に対する機能の追加希望 357件，使用してよかったこと 432件，

P-Lin へのメッセージ 156件の計 945件であった。使用してよかったこととしては，「一日

を振り返れる」「自分の生活を見直せた」「睡眠時間や勉強時間がグラフで分かりやすい」

といった，生活の振り返りやセルフモニタリングに関する記述が多くみられた。また，

「先生からコメントがもらえる」「先生と会話ができている」「気軽に相談できる」といっ

た，教師とのコミュニケーションに関する記述も確認された。さらに，キャラクターへの

親しみやゲーム的要素を評価する記述がみられ，継続的な入力を支える動機づけとして機

能している可能性が示された。一方で，追加希望としては，ゲーム要素の充実，友達との

やりとり，カスタマイズ機能などに加え，質問の単調さや入力のしやすさに関する改善要

望も認められた。 
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（3）教師による評価 

教師用アンケートでは，2024年 9月時点で「ぷりんは生徒にとって有効だと思います

か」に肯定的に回答した割合は 91.3%，「ぷりんによって生徒指導・教育相談が円滑になる

と思いますか」は 83.7%であった。また，「ぷりんのセルフモニタリング機能は生徒の理解

や指導・支援に役立つと思いますか」は 82.6%，「ぷりんの『ひとこと日記』機能は生徒の

理解や指導・支援に役立つと思いますか」は 92.4%であり，教師側からも P-Linの教育相

談・生徒指導上の有用性が確認された。一方で，「ぷりんを毎日確認するのは面倒くさい

と思いますか」に肯定的に回答した割合は，2023年 10月で 44.4%，2024年 3月で

50.0%，2024年 9月で 48.9%であった。また，「先生にとって，生徒がぷりんに入力する時

間が割かれるのは，負担だと思いますか」は，2023年 10月で 77.8%，2024年 3月で

68.8%，2024年 9月で 59.8%であった。したがって，教師においては，P-Linの有用性が高

く評価される一方，確認や運用に伴う負担感も一定程度残されていた。 
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3-4．評価結果を踏まえた改善 

評価アンケートの結果を踏まえ，本研究では，P-Linの継続的な改修と運用改善を行っ

た。特に，2023年度のモデル校における評価結果を受けて，P-Lin について以下の改修を

行った。第一に，生徒側で確認された入力負担に対応するため，入力項目の精選を行い，

日常的に継続しやすい入力形式への改善を図った。第二に，児童生徒と教職員との相互コ

ミュニケーションを促進する観点から，「ひとこと日記」機能を実装し，日常的な状態把

握を支援的なかかわりへ接続しやすくした。第三に，児童生徒からの入力やひとこと日記

への応答に伴う教師側の負担に対応するため，教職員が児童生徒の入力内容に対して簡便

に反応できるよう，スタンプ機能等を導入した。これにより，負担を抑えながら応答や承

認を返しやすい仕組みを整備した。 

このように，本事業では，導入後の評価結果を単に課題として整理するだけでなく，ア

プリの機能改修と運用改善に反映させる循環的プロセスを採用した。これは，学校現場に

適合する支援システムを構築するうえで不可欠な過程であり，本研究の重要な特徴の一つ

である。 

 

3-5．考察 

本章の結果から，P-Lin は，児童生徒のセルフモニタリングを促し，教職員による生徒

理解や教育相談への活用を支える可能性を有する一方，導入にあたっては，入力負担およ

び確認負担が実装上の課題となることが明らかになった。生徒アンケートでは，入力のし

やすさや正直に回答しようとする態度が概ね高く示されたが，継続利用に伴い，毎日の入

力や質問項目数に対する負担感も確認された。また，自由記述回答からは，生活の振り返

り，自己理解，教師とのコミュニケーション，キャラクターへの親しみなど，P-Lin の肯

定的な受け止めが示された一方，ゲーム要素やカスタマイズ機能の充実，入力の単調さへ

の対応といった改善要望も認められた。 

これらの結果は，教育データを収集する仕組みを整えることと，それを学校現場で持続

可能な形で活用することとは別の課題であることを示している。P-Lin は，児童生徒の状

態を直接的に変容させる介入ツールというよりも，児童生徒の状態変化を可視化し，教職

員による気づき，情報共有，支援方針の検討を支える情報基盤として機能する可能性を有

している。したがって，導入評価において確認された入力負担や確認負担の課題は，単な

る操作性の問題にとどまらず，学校組織の中で P-Lin をどのように位置づけ，誰が，い

つ，どのように確認し，支援につなげるのかという実装設計上の課題として捉える必要が

ある。 

本研究においては，評価結果を課題として指摘するにとどめず，具体的なアプリ改修と

運用改善につなげた点に意義がある。特に，自由記述に表れた生徒の使用感や改善要望

は，入力項目の精選，ひとこと日記機能，スタンプ機能等の整備に反映されており，学校

現場に適合した支援システムを構築するための循環的改善過程を示している。これは，シ
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ステムの有効性を検証するだけでなく，学校現場で持続的に活用可能な形へと調整してい

く過程自体を，実践的研究の知見として位置づけるものである。 

 

3-6．本章のまとめ 

以上より，P-Lin は，児童生徒の自己理解の促進，教職員による生徒理解の深化，教育

相談への活用可能性という点で一定の有用性を有することが示唆された。また，自由記述

回答からは，生活の振り返り，教師とのコミュニケーション，キャラクターへの親しみな

ど，生徒が P-Lin を肯定的に受け止めている側面も確認された。一方で，入力や確認に伴

う負担感，活用方法の明確化，継続利用を支える機能設計，実践事例の共有といった課題

も明らかとなった。 

したがって，P-Linの評価において重要なのは，アプリそのものの機能評価にとどまら

ず，学校現場においてどのような体制で，どのような役割分担のもとに運用するかという

実装設計の視点である。今後は，導入校における活用モデルをさらに整理し，実践事例の

蓄積を通して，より持続可能な運用の在り方を明確にしていく必要がある。 

 以上のように，第 3章では，P-Linの有用性と課題，および評価を踏まえた改善の経過

を整理し，学校現場での実装可能性を高めるための条件を明らかにした。これにより，P-

Linは単なるアプリ機能としてではなく，児童生徒の入力行動，教職員による確認・応

答，学校組織における情報共有を含む実践的アセスメント基盤として位置づけられる。し

かし，P-Linの意義をより具体的に示すためには，実際に蓄積された教育データが，児童

生徒理解や支援実践にどのような示唆をもたらすのかを検討する必要がある。そこで第 4

章では，P-Linに蓄積された日次量的データに着目し，生活習慣や心理社会的要因と登校

回避傾向との関連を分析することにより，教育データを活用した児童生徒理解の可能性に

ついて検討する。 
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第 4章 P-Lin日次量的データによる児童生徒理解の可能性 

 

4-1．本章の目的 

第 3章では，子ども支援アプリ「ぷりん P-Lin」（以下，P-Lin）の導入評価および改善過

程を通して，学校現場における実装可能性とその条件について整理した。そこでは，児童

生徒および教職員の双方から，セルフモニタリングや児童生徒理解への有用性が示される

一方，入力負担や運用方法の明確化などの課題も確認された。 

これを受けて第 4章では，P-Linに実際に蓄積された日次量的データに焦点を当て，そ

れらが児童生徒理解のための教育データとしてどのように活用可能であるかを検討する。

特に本章では，P-Linに蓄積された EMA（Ecological Momentary Assessment：生態学的経時

的評価）型教育データに着目し，児童生徒の日常的な生活習慣，学校生活，家庭環境，人

間関係等が，登校回避傾向とどのように関連するのかを検討する。 

従来，学校における児童生徒理解は，教職員による観察，面談，あるいは学期単位・年

単位で実施される質問紙調査に依拠することが多かった。しかし，こうした方法では，児

童生徒の日常的な状態変化や短期的な揺らぎを継続的に把握することには限界がある。こ

れに対し，P-Linでは，睡眠時間，ネット利用時間，家庭学習時間，困り感，相談ニーズ

等に関するデータが日次的に蓄積されるため，従来把握しにくかった時系列的変化やリス

ク兆候を捉える可能性を有している。 

また，本章で扱う教育データは，単に学校側が児童生徒を把握するための資料としてだ

けでなく，児童生徒自身のセルフモニタリングを支援する資料としても位置づけられる。

P-Linでは，児童生徒が自身の生活状況や状態変化を継続的に振り返ることが可能であ

り，これにより自己理解や自己調整の促進が期待される。 

本章では，まず P-Linにおける EMA型教育データの特徴について整理した上で，セル

フモニタリングデータからみた生活習慣の全体傾向を示す。さらに，睡眠時間，ネット利

用時間，家庭学習時間，家庭環境，人間関係等と登校回避傾向との関連を分析し，教育デ

ータを活用した実践的アセスメントの可能性について考察する。 

 

4-2．P-Linにおける EMA型教育データの特徴 

P-Linでは，児童生徒が日常的に入力するデイリー入力項目群と，年度内に 1～2回程度

入力するプロフィール入力項目群を組み合わせることにより，短期的変化と中長期的特性

の双方を把握できる構造を採用している。 

デイリー入力項目群には，睡眠時間，家庭学習時間，ネット利用時間，登校意欲，困り

感，相談ニーズ等に関する項目が含まれており，児童生徒自身による継続的な自己報告を

前提としている。これらのデータは EMA型教育データとして蓄積される点に特徴があ

る。 

EMAは，本来，心理学や医学領域において，日常生活場面での心理状態や行動を継続
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的・反復的に測定する方法として発展してきたものである。従来型の質問紙調査では，過

去数週間あるいは数か月を振り返って回答することが多く，記憶バイアスや回顧的解釈の

影響を受けやすい。他方，EMA型データでは，日常生活に近いタイミングで継続的にデー

タを取得するため，状態変化や文脈依存的変動を比較的リアルタイムに把握できる特徴を

有している。 

学校教育においては，児童生徒の状態を一時点のみで把握するのではなく，日々の変化

として捉えることが重要である。特に，生活リズムの乱れ，人間関係の変化，学習負担の

増加等は，短期間のうちに変動しうるものであり，それらが蓄積することで不適応や登校

回避につながる可能性がある。そのため，本研究で用いた EMA型教育データは，児童生

徒理解における新たなアセスメント資料として位置づけることができる。 

さらに，P-Linにおける教育データは，単なる記録や監視を目的としたものではなく，

児童生徒自身が生活状況を振り返るセルフモニタリングの機能を有している点にも特徴が

ある。睡眠，ネット利用，学習時間，気分状態などを継続的に可視化することにより，児

童生徒自身が生活リズムや状態変化に気づき，必要に応じて自己調整を行う契機となるこ

とが期待される。 

 

4-3．セルフモニタリングデータからみた生活習慣の全体傾向と学年差 

【目的】 

本分析では，P-Linに入力されたセルフモニタリングデータを用いて，中学生の睡眠，

ネット利用時間，家庭学習時間の実態を前後期別および学年別に整理し，生活リズム，学

習習慣，ネット利用の特徴について検討することを目的とした。 

中学生期は，学習負担，部活動，友人関係，進路選択など，多面的な発達課題を抱える

時期である。そのため，睡眠，ネット利用，家庭学習は独立した生活習慣ではなく，相互

に関連しながら生活リズムを形成している可能性がある。本分析では，単一指標ではな

く，複数の生活指標を組み合わせて理解することを重視した。 

【方法】 

分析対象者は，A市内 8中学校の 1年生から 3年生の生徒であり，有効サンプル数は前

期 724名（延べ 35,833件），後期 651名（延べ 32,035件）であった。分析対象期間は，前

期を 2025年 4月 1日から 9月 30日，後期を 2025年 10月 1日から 2026年 3月 31日とし

た。 

分析には，P-Linに入力されたセルフモニタリングデータを用いた。分析変数は，就寝

時間，起床時間，睡眠時間，家庭学習時間，ネット利用時間であった。睡眠時間について

は，起床時刻と就寝時刻に関する回答から算出した。ネット利用時間については，SNS，

ゲーム等を含むネット利用時間の回答を用いた。集計は個人 ID単位の月平均値を基本と

した。 
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【結果】 

主要指標における集計結果を Table 4-1から Table 4-4に示す。全体傾向として，平均就

寝時間は前期 22時 32分，後期 22時 37分であり，後期にやや遅くなる傾向が認められ

た。平均睡眠時間は前期 7時間 57分，後期 7時間 54分であり，全体として 8時間をわず

かに下回る水準で推移していた。 

家庭学習時間は前期 81分から後期 95分へ増加していた。特に中学 3年生では，前期

102分から後期 138分へ大きく増加しており，受験期に伴う学習負荷の高まりが示唆され

た。一方，中学 3年生の睡眠時間は後期に短縮しており，学習時間の増加が睡眠時間の圧

迫として現れている可能性が示唆された。 

ネット利用時間は前期 112分，後期 110分であり，大きな変化はみられなかった。学年

別にみると，中学 2年生で最も長く，前期 127分，後期 120分であった。 

学年別では，中学 1年生は最も就寝時刻が早く，睡眠時間も長い傾向が認められた。他

方，中学 3年生では，就寝時刻が最も遅く，睡眠時間が最も短かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標 前期（4-9月） 後期（10-3月） 変化の方向

平均就寝時間 22:32 22:37 やや遅くなる傾向

平均起床時間 6:29 6:32 ほぼ横ばい

平均睡眠時間 7時間57分 7時間54分 微減（約3分）

平均家庭学習時間 81分 95分 後期に14分増加

平均ネット利用時間 112分 110分 ほぼ横ばい

睡眠時間のばらつき（SD） 1時間25分 1時間37分 後期にばらつきが増大

Table 4-1

主要指標の全体平均（前後期比較）

学年
前期

就寝時刻

後期

就寝時刻

前期
 睡眠時間

後期

睡眠時間

中1年生 22:18 22:24 8時間11分 8時間07分

中2年生 22:33 22:39 7時間50分 7時間47分

中3年生 22:49 22:57 7時間45分 7時間37分

全体 22:32 22:37 7時間57分 7時間54分

Table 4-2

就寝・睡眠時間の学年別推移
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【考察】 

本分析の結果から，中学生の生活リズムは，学年進行および学校生活の年間リズムに伴

って変化していることが示唆された。特に学年が上がるにつれて，就寝時刻の遅延と睡眠

時間の短縮が認められた。 

中学 2年生ではネット利用時間が長い傾向が認められ，中学 3年生では家庭学習時間の

増加に伴う睡眠時間の短縮が示唆された。このことから，中学生期の生活リズムは，「ネ

ット利用」「学習負荷」「睡眠」が相互に関連しながら形成されている可能性がある。 

また，本分析では平均値だけでは把握しにくい「ばらつき」の重要性も示唆された。平

均睡眠時間は前後期ともに約 8時間弱で推移していたものの，後期には睡眠時間のばらつ

き（標準偏差）が増大していた。このことは，集団全体が一様に夜型化しているというよ

りも，生活リズムを比較的安定して維持できている生徒と，生活リズムが著しく不安定化

している生徒との二極化が進行している可能性を示唆している。学校現場では，平均値に

よる全体把握だけでは，こうしたハイリスク層の存在を見落とす可能性がある。そのた

め，教育データを活用した実践的アセスメントにおいては，「平均的な生徒像」を把握す

るだけでなく，「ばらつき」の中に存在する生活リズム不安定群を早期に把握する視点が

重要になると考えられる。 

さらに，本分析は，P-Linによるセルフモニタリングデータを用いることで，従来把握

しにくかった生活習慣の変化を継続的に把握できる可能性を示している。睡眠，ネット利

用，学習時間を可視化することは，教職員による生徒理解だけでなく，生徒自身の自己調

整力の育成にもつながる可能性がある。 
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4-4．生活習慣要因と登校回避傾向の関連 

【目的】 

近年，不登校児童生徒の件数は増加しており，重要な教育課題となっている（文部科学

省，2025）。その背景には学校内の人間関係や学業上の困難だけでなく，生活習慣の乱

れ，睡眠不足，デジタル機器の長時間使用など，家庭生活や日常行動に関わる要因も複合

的に関与していると考えられる。 

本分析では，中学生の日常生活における睡眠時間およびネット利用時間が，登校回避傾

向とどのように関連するかを検討した。特に，短時間睡眠と長時間ネット利用が単独で関

連するだけでなく，両者が併存した場合に登校回避傾向がどのように高まるかを検討し

た。 

【方法】 

 分析対象者は，分析対象期間内に P-Linに回答した 1年生から 3年生の生徒であり，有

効サンプル数は 1,344名（延べ 98,914件）であった。分析対象期間は，2024年 11月から

2026年 2月までであった。 

分析には，P-Linに入力された EMA型日次データを用いた。従属変数には，登校意欲

（1～4点）を反転して作成した「登校回避傾向」を用いた。この指標は，値が高いほど

「学校に行きたくない」という状態が強いことを示すものであり，不登校に至る前段階の

心理的状態を把握するための連続的な指標として位置づけられる。分析変数は，睡眠時間

（起床時間と就寝時間への回答から算出される変数）およびネット利用時間であった。 

登校回避傾向を規定する生活習慣上の境界線を検討するため，本研究では Decision Tree

分析（決定木分析）を実施した。その結果，ネット利用時間 122.5分（約 2時間）超，お

よび睡眠時間 7.58時間（約 7.5時間）未満が，登校回避傾向を高める主要な分岐点として

抽出された。これを踏まえ，本研究では実践上の分かりやすさを考慮し，睡眠時間 7.5時

間未満を短時間睡眠，ネット利用時間 122.5分超を高ネット利用として定義した。 

その後，睡眠時間とネット利用時間の組み合わせに基づき，「短時間睡眠かつ高ネット

利用群」，「短時間睡眠のみ群」，「高ネット利用のみ群」，いずれにも該当しない「適切

群」の 4群を設定した。これらの群間で登校回避傾向に差があるかを検討するため，一元

配置分散分析を行い，さらに適切群を参照群として各群との差をWelchの t検定により確

認した。効果量として Cohen’s dを算出し，統計的有意性だけでなく，実質的な差の大き

さについても検討した。 

なお，本分析は日次回答を観測単位とした探索的分析であり，同一の児童生徒による反

復回答に伴う観測値の非独立性は考慮していない。 

【結果】 

一要因分散分析の結果，群間差は有意であった（F(3,98910)=417.6, p＜.001）。4群比較の

結果，適切群に比べて，短時間睡眠のみの群，高ネット利用のみの群，短時間睡眠と高ネ

ット利用の両方に該当する群では，いずれも登校回避傾向が高いことが示された（Table 4-
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5）。なかでも，短時間睡眠と高ネット利用が併存する群では，登校回避傾向が最も高かっ

た。このことは，睡眠不足とネット利用過多がいずれも登校回避傾向と関連する一方で，

両者が重なる場合には，より注意を要する状態となることを示している。 

また，短時間睡眠のみの群と高ネット利用のみの群のいずれにおいても，適切群より登

校回避傾向が高かったことから，睡眠とネット利用はどちらか一方だけを確認すればよい

ものではなく，双方を生活習慣上の重要なアセスメント項目として把握する必要があると

考えられる。 

 

 

 

【考察】 

本分析の結果から，中学生の登校回避傾向を理解するうえで，睡眠時間とネット利用時

間は重要な生活習慣上の指標であることが示された。 

短時間睡眠は，日中の眠気，集中力低下，情緒的不安定さなどにつながりやすく，学校

生活への心理的負担を高める可能性がある。また，長時間ネット利用は，睡眠時間の圧迫

や生活リズムの乱れを通して登校回避傾向に関連する可能性が考えられる。 

特に重要なのは，生活習慣上のリスクを単独で把握するのではなく，複数要因を組み合

わせて理解する必要性が示された点である。学校現場においては，「ネット利用時間が長

い」「睡眠時間が短い」といった単一指標のみで判断するのではなく，生活全体のバラン

スとして理解する視点が求められる。 

この結果は，「ネットの使いすぎ」や「睡眠不足」を主観的・経験的に判断するのでは

なく，教育データに基づいて具体的なリスク指標として把握できる可能性を示している。

特に学校現場では，「どの程度の睡眠不足やネット利用が支援検討の対象となるのか」が

曖昧になりやすいが，本研究の結果は，支援検討の手がかりとなり得る暫定的な分岐点を

提示している点に意義がある。 

もっとも，これらの数値は一律に個人へ適用される絶対的基準ではなく，個々の生活背

景や発達的特徴を踏まえて柔軟に解釈する必要がある。そのため，実践上は，「閾値を超

えたから問題」と単純に判断するのではなく，生活全体のバランスや状態変化を継続的に

確認する視点が重要になる。 
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4-5．家庭・人間関係要因と登校回避傾向の関連 

【目的】 

児童生徒の登校回避や不登校には，学校内の要因だけでなく，家庭環境，生活背景，心

理的状態，対人関係など多様な要因が関与する。とりわけ中学生期は，親からの心理的自

立が進む一方で，家庭が依然として重要な情緒的基盤であり，同時に同級生との関係が学

校生活の充実感や安心感に強く影響する時期である。 

本分析では，中学生における家庭環境および学校での人間関係が，登校回避傾向とどの

ように関連するかを検討した。特に，家庭環境と学校での人間関係の双方に困難を抱える

場合に，登校回避傾向がどのように高まるかを明らかにすることを目的とした。 

【方法】 

分析対象者は，分析対象期間内に P-Linに回答した 1年生から 3年生の生徒であり，有

効サンプル数は 1,353名（延べ 102,836件）であった。分析対象期間は，2024年 11月から

2026年 2月までであった。 

分析には，P-Linに入力された EMA型日次データを用いた。従属変数には，登校意欲

（1～4点）を反転して作成した「登校回避傾向」を用いた。分析変数は，家庭満足度およ

び人間関係良好度であった。家庭満足度は，「家での過ごし方」に関する 4件法の回答を

用い，値が高いほど家庭での過ごし方が良好であることを示す指標として扱った。人間関

係良好度は，「同級生との関係」に関する 4件法の回答を用い，値が高いほど学校での人

間関係が良好であることを示す指標として扱った。いずれの変数についても，スコア 2以

下を不良域として定義した。 

 分析では，家庭満足度と人間関係良好度の良好・不良の組み合わせにより，「両方良好

群」，「家庭のみ不良群」，「人間関係のみ不良群」，「両方不良群」の 4群を設定した。群間

の登校回避傾向の差を検討するため，Kruskal-Wallis検定を行い，その後，Mann-Whitney U

検定と Bonferroni補正による多重比較を実施した。また，群間差の大きさを把握するた

め，効果量として rank-biserial correlationを算出した。 

 なお，本分析は日次回答を観測単位とした探索的分析であり，同一の児童生徒による反

復回答に伴う観測値の非独立性は考慮していない。 

【結果】 

Kruskal–Wallis検定の結果，群間差は有意であった（H(3)=4003.6, p＜.001）。多重比較の

結果，家庭満足度および人間関係良好度の状態によって，登校回避傾向には明確な差が認

められた（Table 4-6）。 

家庭と人間関係の両方が良好な群では登校回避傾向が最も低かった。一方，家庭のみ不

良の群，人間関係のみ不良の群では，いずれも登校回避傾向が高かった。特に，人間関係

のみ不良の群では，家庭のみ不良の群よりも登校回避傾向が高い傾向が認められた。さら

に，家庭環境と人間関係の両方が不良な群では，登校回避傾向が最も高かった。 
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【考察】 

本分析の結果から，家庭環境および学校での人間関係は，中学生の登校回避傾向に関連

する重要な要因であることが示された。 

特に，同級生との関係は，学級への所属感や学校での安心感に大きく関与しており，人

間関係上の困難は登校への心理的抵抗感を高める可能性がある。実際に，本研究では「人

間関係のみ不良」の群の方が「家庭のみ不良」の群よりも登校回避傾向が高く，中学生期

においては，同級生との関係性が登校意欲や学校適応に対して直接的な影響を及ぼしてい

る可能性が示唆された。 

一方で，本研究では，「家庭」「学校」のいずれか一方の環境が良好である場合には，登

校回避傾向の悪化が一定程度抑制される可能性も示唆された。すなわち，家庭に困難があ

っても学校内に安心できる人間関係や居場所が存在する場合，あるいは学校での人間関係

に困難があっても家庭が情緒的基盤として機能している場合には，心理的安定が維持され

る可能性がある。 

この結果は，児童生徒理解において，「どこに問題があるか」だけではなく，「どこに支

えとなる環境が存在しているか」という保護因子の視点が重要であることを示している。

また，家庭と学校を別個の支援領域としてではなく，相互に関連する生活環境として統合

的に理解する必要性も示唆している。そのため，学校現場では，担任のみならず，SC，

SSW，教育相談担当等を含めたチーム支援を通して，多面的・多層的に児童生徒理解を行

うことが重要である。 

 

4-6．日次量的データ分析からみた実践的アセスメントの可能性 

本章では，P-Linに蓄積された EMA型教育データを用いて，中学生の生活習慣，家庭環

境，人間関係と登校回避傾向との関連を検討した。その結果，短時間睡眠と高ネット利用

の併存，家庭と人間関係の双方における困難など，複数領域にまたがるリスクが存在する

場合に，登校回避傾向が高まりやすいことが示された。 

この結果は，児童生徒理解において，単一の指標のみを取り上げるのではなく，生活習
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慣，家庭環境，学校での人間関係を相互に関連するものとして把握する必要性を示してい

る。登校回避傾向は，欠席行動として顕在化する以前から，睡眠，ネット利用，家庭での

過ごし方，同級生との関係などの日常的要因と結びついて表れる可能性がある。そのた

め，日次量的データは，児童生徒の状態変化を早期に把握し，予防的支援につなげるため

の実践的アセスメント資料として活用できる。 

また，P-Linの日次データは，教職員による児童生徒理解の資料であると同時に，児童

生徒自身のセルフモニタリングを支える資料でもある。すなわち，教育データを教師によ

るアセスメントと児童生徒自身の自己理解を媒介する情報資源として位置づけることがで

きる。また，こうした教育データは，教師のみが活用する情報ではなく，児童生徒自身に

もフィードバックされることによって，アセスメントと支援を結びつける役割を果たす。

そのため，教育データの活用において重要なのは，児童生徒を管理・評価することではな

く，児童生徒自身が睡眠，ネット利用，学習時間，気分状態等の関連に気づき，自己理解

や自己調整につなげられるよう支援することである。 

以上より，P-Linに蓄積される EMA型教育データは，複数領域を統合した児童生徒理

解，問題の顕在化以前の予防的支援，児童生徒自身のセルフモニタリングを支える資料と

して位置づけられる。これは，生徒指導提要（2022）が示すアセスメント過程，すなわち

情報収集，分析，共有，支援方針の検討を支える教育データとしても有用であると考えら

れる。 

 

4-7．本章における実践上の限界と課題 

本章で用いた P-Linの日次量的データは，児童生徒理解や予防的支援に資する可能性が

ある一方，その解釈と活用にはいくつかの限界がある。 

第一に，入力データの偏りである。P-Linは児童生徒自身による継続的な入力を前提と

しているため，心理的負担が高い生徒や生活リズムが不安定な生徒ほど，入力頻度が低下

する可能性がある。そのため，本章で分析したデータは，「入力できている生徒」の状態

を相対的に強く反映している可能性がある。一方で，入力頻度の低下や入力の中断それ自

体も，支援上の重要なサインとなり得るため，入力内容と併せて把握する必要がある。 

第二に，個人差および学校差への配慮である。睡眠時間，ネット利用時間，家庭学習時

間，家庭環境，人間関係等は，児童生徒の発達特性，家庭状況，部活動，学校文化，地域

特性等によって異なる。本章で示した基準値や集団傾向は，支援を検討する際の手がかり

となるが，個々の児童生徒に一律に適用すべきものではない。実践上は，日次データを教

師による観察や面談，出欠状況，保健室利用状況等の情報と統合して解釈することが重要

である。 

第三に，分析単位および観測値の非独立性に関する限界である。本章では，P-Linに蓄

積された日次回答を一件の観測単位として分析したが，同一の児童生徒による複数回の回

答が含まれており，個人内相関を考慮できていない。そのため，4-4および 4-5で示した検
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定結果では，標準誤差が過小に推定され，統計的有意性が過大に評価されている可能性が

ある。また，平均値差や効果量は日次回答レベルの差を示すものであり，児童生徒単位の

差を直接示すものではない。したがって，本章の結果は，日次データにみられる関連の方

向性や実践上注目すべき傾向を把握するための探索的知見として位置づけられる。 

第四に，因果関係の解釈に関する限界である。本章の分析は観察データに基づくもので

あり，変数間の因果関係を直接示すものではない。例えば，短時間睡眠や長時間のネット

利用が登校回避傾向の高さに関係している可能性がある一方，登校への不安や心理的負担

が，睡眠リズムの乱れやネット利用時間の増加につながっている可能性も考えられる。そ

のため，本章で示された結果は，変数間の関連として解釈する必要がある。 

今後は，日次データの階層性および時系列性を踏まえ，分析方法を精緻化することが求

められる。具体的には，日単位の観測値，個人，学級，学校という階層構造を考慮したマ

ルチレベル分析や，睡眠時間，ネット利用時間，人間関係等の変化が，その後の登校回避

傾向とどのように関連するかを検討する縦断的分析が有効である。また，入力項目数や入

力時間帯の工夫，フィードバック機能の充実等，児童生徒が「管理されるため」ではな

く，「自分自身を振り返るため」に入力できるよう，運用方法を改善していくことも重要

である。 

 

4-8．本章のまとめ 

本章では，P-Linに蓄積された EMA型教育データを用いて，中学生の生活習慣や心理社

会的要因と登校回避傾向との関連について検討した。その結果，短時間睡眠と高ネット利

用の併存，家庭環境と学校での人間関係の双方における困難など，複数領域にまたがるリ

スクが存在する場合には，登校回避傾向が高まりやすいことが示唆された。また，平均値

だけでは把握しにくい生活リズムの「ばらつき」や二極化の存在も確認され，教育データ

を活用した継続的アセスメントの重要性が示された。 

さらに，本章では，P-Linによる EMA型教育データが，単なるリスク検出のための情報

ではなく，児童生徒自身のセルフモニタリングや自己調整を支える資料として活用可能で

あることが示された。 

このように，本章では，P-Linに蓄積された EMA型教育データが，児童生徒理解および

支援実践に資する新たなアセスメント資料となり得ることを示した。しかし，量的データ

のみでは，児童生徒が学校生活や日常生活をどのように経験し，その出来事をどのように

意味づけているのかまでは十分に把握できない。また，同様の状態変化がみられる場合で

あっても，その背景に存在する感情や経験，心理的文脈は児童生徒によって異なる可能性

がある。そこで第 5章では，「ひとこと日記」に代表される自由記述データに着目し，児

童生徒の主観的経験や心理的文脈がどのように表出されているのかを検討する。さらに，

自由記述データが，児童生徒理解および実践的アセスメントにどのように活用可能である

かについて考察する。 
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第５章 「ひとこと日記」データによる児童生徒理解と心理状態把握 

 

5-1．本章の目的 

第 4章では，P-Linに蓄積された日次量的データを用いて，睡眠時間，ネット利用時

間，家庭環境，人間関係などの日常生活上の要因と登校回避傾向との関連を検討した。そ

の結果，児童生徒の学校適応は，学校内の出来事のみならず，生活習慣や家庭・対人関係

を含む日常的文脈と関連しながら変動している可能性が示された。 

一方で，量的データのみでは，児童生徒が学校生活をどのように経験し，その出来事を

どのように意味づけているのかを十分に把握することは難しい。同じ登校回避傾向の高ま

りがみられた場合であっても，その背景には，友人関係の葛藤，学習上の不安，家庭生活

上の困難，進路への不確実感，身体的疲労など，多様な要因が存在し得る。また，児童生

徒の心理的変化は，必ずしも数値項目への回答として明確に表れるとは限らず，自身の言

葉による短い記述の中に，より自然な形で表出する場合もある。 

P-Linでは，日々の状態を把握する選択式の入力項目に加え，「ひとこと日記」と呼ばれ

る自由記述形式の項目を設けている。「ひとこと日記」には，学校生活で感じたこと，困

っていること，嬉しかったこと，疲れていることなどが，児童生徒自身の言葉で記録され

る。そのため，量的データだけでは把握しにくい主観的経験や心理的文脈を理解するため

の教育データとして活用できる可能性がある。 

そこで本章では，P-Linに蓄積された自由記述形式の「ひとこと日記」データに着目

し，児童生徒の心理状態や学校生活上の経験がどのように表出されているかを検討する。

特に，ポジティブ率，疲弊率，SOS複合指標の 3つの指標に基づき，学年別・月別の特徴

を整理することにより，中学生期における発達的課題や学校生活上のリスクが，「ひとこ

と日記」の記述にどのように反映されるのかを明らかにする。それらを基に，自由記述デ

ータが児童生徒理解および実践的アセスメントにどのように活用可能であるかについて考

察する。 

 

5-2．P-Linにおける「ひとこと日記」機能の位置づけ 

P-Linの「ひとこと日記」は，児童生徒がその日の出来事や気持ち，困りごと，嬉しか

ったことなどを自由に記述する機能である。本機能の特徴は，選択式項目では捉えにくい

主観的経験を，児童生徒自身の言葉から把握できる点にある。 

自由記述には，学校生活に対する肯定的経験だけでなく，不安，疲労，人間関係上の悩

みなどが児童生徒自身の言葉で表出される。また，継続的に蓄積されることにより，同一

児童生徒における感情表現や記述内容の変化を時系列的に把握することが可能となる。 

さらに，教師は記述内容に対してコメントやスタンプ等で応答することができる。その

ため，「ひとこと日記」は児童生徒理解のための資料であると同時に，教師と児童生徒と

の日常的なコミュニケーションを支える機能も有している。対面では相談しづらい内容で
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あっても，文章であれば表現できる児童生徒は少なくない。教師がその記述を確認し，必

要に応じて声かけや面談につなげることで，日常的な関係形成や援助希求の促進が期待さ

れる。 

 

5-3．分析方法 

分析対象は，2025年 4月から 2026年 3月までの 1年間に，P-Linへ入力された中学 1年

生から中学 3年生の「ひとこと日記」データであった。分析対象件数は 60,186件であり，

内訳は中学 1年生 28,241件，中学 2年生 11,884件，中学 3年生 20,061件であった。集計

単位は「ユーザーID×日付」の組み合わせとし，同一生徒が複数日に投稿した場合は，各

日を 1件として扱った。 

分析では，日記本文，ユーザーID，入力日，学年を対応づけたデータを用い，学年別お

よび月別の特徴を検討した。 

分析手法として，キーワード出現率分析および質的内容分析を実施した。キーワード出

現率分析では，各日記テキストに対して，あらかじめ設定したカテゴリ別キーワードリス

トを用いて部分一致検索を行った。分析カテゴリは，「ポジティブ」（楽しい，嬉しい，う

れしい，できた，happy，よかったなど），「疲弊」（疲れた，しんどい，つらい，だるいな

ど），「不安・心配」（不安，心配，緊張，こわい，プレッシャーなど），「学校回避」（学校

行きたくない，休みたい，学校嫌など），「人間関係」（けんか，無視，仲間はずれ，仲悪

など），「孤独・孤立」（孤独，一人ぼっち，ぼっち，寂しいなど），「学習ストレス」（テス

ト嫌，テスト怖，受験，入試，合否，勉強したくない，進路など），「SOS複合指標」の 8

カテゴリーであった。キーワードは，学校心理学および臨床心理学の知見を参考に設定す

るとともに，中学生が日常的に使用する口語表現を加えて作成した。出現率は，各カテゴ

リに該当する投稿件数を総投稿件数で除し，百分率として算出した。なお，同一投稿内に

複数の該当語が含まれている場合であっても，同一カテゴリ内では 1件として集計し，二

重計上を防いだ。さらに，月と学年のクロス集計を行い，特定の時期・特定の学年に集中

する心理的リスクパターンを検討した。 

本分析では，特に以下の 3指標に着目した。 

第一に，ポジティブ率である。これは，「楽しい」「うれしい」「頑張る」「よかった」な

ど，肯定的感情や前向きな学校生活経験に関連する語を含む投稿の割合を示す指標であ

る。高いほど良い状態であることを意味する。 

第二に，疲弊率である。これは，「疲れた」「しんどい」「大変」「眠い」など，身体的・

心理的疲労や負担感に関連する語を含む投稿の割合を示す指標である。高いほど消耗して

いることを意味する。 

第三に，SOS複合指標である。これは，「不安」「疲弊」「学校回避」「孤独」「人間関

係」「学習ストレス」の全キーワードを OR結合した語を含む投稿の割合を示す指標であ

る。支援上注意を要する可能性のある表現を複合的に捉える指標である。高いほど総合的
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なストレスが高いことを意味する。 

なお，これらの指標は，児童生徒の心理状態を機械的に判定するものではない。自由記

述データは文脈依存性が高く，同じ言葉であっても，その意味は前後の記述や児童生徒の

状況によって異なる。そのため，本分析では，各指標を心理状態の断定ではなく，児童生

徒理解を深めるための手がかりとして位置づける。 

また，本分析では，SOS関連表現や学校回避表現を含む投稿について，同一生徒の前後

の記述を時系列的に確認し，文脈の変化や援助希求過程についても検討を行った。しか

し，これらの分析結果は個別事例としての性質が強く，個人情報保護および研究倫理上の

配慮が必要であることから，本章では集団レベルで確認された傾向の報告を中心とし，個

別事例の詳細な記載は行わなかった。 

 

5-4．学年別にみた「ひとこと日記」の特徴 

 3指標について，学年別・月別の出現率を Table 5-1～Table 5-3に示す。結果に基づき，

学年別に特徴を整理した。 

 

 

5-4-1．中学 1年生の特徴 

中学 1年生では，年度当初にポジティブ率が高く，新しい学校生活への期待や参加意欲

が強く表れていた。4月のポジティブ率は 23.8％，5月は 21.2％であり，他学年と比較し

ても高い値であった。このことから，中学 1年生の「ひとこと日記」には，「楽しい」「友
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達」「頑張る」といった，新しい環境への前向きな適応努力が多く反映されていたと考え

られる。 

一方で，中学 1年生は小学校から中学校への移行期にあり，学習内容，人間関係，部活

動，生活リズムなどが大きく変化する時期である。そのため，ポジティブな記述が多いこ

とは，必ずしも心理的負荷が低いことを意味しない。むしろ，前向きに適応しようとする

姿の背後に，緊張，不安，疲労，孤独感が併存している可能性がある。実際，SOS複合指

標は 4月に 4.1％，5月に 3.8％であり，年度当初から一定の支援サインが確認された。 

このことから，中学 1年生への支援では，入学初期の前向きな意欲を支えつつ，5月以

降に表面化しやすい疲労感や不安感を丁寧に把握することが重要である。特に，友人関係

の形成がうまく進んでいない生徒，部活動や学習への負担を感じている生徒，日記の記述

が急に短くなる生徒については，早期の声かけや見守りが求められる。 

 

5-4-2．中学 2年生の特徴 

中学 2年生では，年間を通してポジティブ率が低く，疲弊率および SOS複合指標が高い

傾向が確認された。ポジティブ率は 4月でも 12.0％にとどまり，6月は 6.3％，10月は

6.0％，1月は 2.8％であった。これに対して，疲弊率は 5月 8.8％，9月 9.8％，10月

9.1％，3月 9.0％と高く，SOS複合指標も 5月 9.3％，9月 10.3％，10月 9.5％，3月 11.3％

と高い値を示した。 

この結果は，中学 2年生が，学校生活への慣れに伴ってポジティブな感情表現が減少す

る一方で，慢性的な疲労感や負担感を抱えやすい学年であることを示唆している。中学 2

年生は，入学直後のような新鮮さが薄れ，受験や卒業のような明確な節目もまだ遠い時期

である。そのため，学校生活への動機づけが低下しやすく，学習や部活動，人間関係上の

負担が蓄積しやすい可能性がある。 

また，中学 2年生では，「特になし」「普通だった」といった記述の継続や，記述量の減

少，内容の単調化にも注意が必要である。これらは，一見すると大きな問題がないように

見えるが，感情を表現する意欲の低下や，学校生活への関心の低下を反映している場合が

ある。したがって，中学 2年生については，明確な SOS表現だけでなく，ポジティブ表現

の減少，疲弊表現の増加，記述の短縮化といった変化を総合的に把握することが重要であ

る。特に，中学 2年生の 1月にみられたポジティブ率 2.8％は，全学年・全月を通じて最

も低い値であり，冬季休業明けの再適応負荷や学校生活への心理的停滞を示唆する結果と

して注目される。 

 

5-4-3．中学 3年生の特徴 

中学 3年生では，疲弊率および SOS複合指標が年間を通して高い水準で推移した。疲弊

率は 6月 10.5％，10月 10.0％，11月 9.9％，1月 9.3％であり，SOS複合指標も 6月

10.9％，9月 10.3％，10月 10.8％，11月 10.7％，1月 10.3％と高い値を示した。これらの
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結果は，中学 3年生において，進路選択や受験準備に伴う学習負担，不安，疲労感が継続

的に表出していることを示している。 

一方で，3月にはポジティブ率が 18.1％に上昇し，疲弊率および SOS複合指標は低下し

た。この変化は，受験終了や進路決定，卒業を迎えることによる心理的負荷の軽減，ある

いは学校生活を振り返る肯定的感情の高まりを反映している可能性がある。中学 3年生の

「ひとこと日記」は，受験期には不安や疲労を表す資料であると同時に，卒業期には達成

感や友人関係の意味づけを把握する資料としても重要である。 

したがって，中学 3年生への支援では，受験期の学習支援や進路相談に加えて，心理的

負担の蓄積を把握する視点が必要である。特に，疲弊表現や SOS関連表現が継続して出現

する生徒については，学習面の問題としてのみ捉えるのではなく，不安，睡眠，家庭での

過ごし方，人間関係などを含めて総合的に理解することが求められる。 

 

5-4-4．時期別にみた支援上の重要時期 

 時期別にみると，5月，6月，9月，12月から 1月にかけて心理的負荷の高まりを示唆

する記述が増加していた。5月は中学 1年生の適応課題が表面化しやすい時期であり，入

学直後の緊張や新しい人間関係への負担が蓄積する時期である。6月は学習負荷や定期試

験によるストレスが高まりやすく，中学 2年生では中だるみと学習負担が重なり，中学 3

年生では受験を見据えた不安が高まりやすい時期であった。9月は長期休業明けの再適応

が求められる時期であり，学校回避や孤独感に関連する表現が増加していた。さらに，12

月から 1月にかけては，中学 3年生の進路不安および中学 2年生の再適応疲労が特徴的に

認められた。 

 以上の結果から，児童生徒の心理的負荷は学年によって異なる形で表出するものの，学

校生活の節目や環境変化の時期に共通して高まりやすいことが示唆された。したがって，

学校における予防的支援は，問題が生じた後に対応するのではなく，年間指導計画や教育

相談体制と連動しながら，心理的負荷が高まりやすい時期を見越して実施することが重要

である。 

 

5-5．実践的アセスメントとしての意義 

本章の結果から，「ひとこと日記」データは，児童生徒理解を深めるための実践的アセ

スメント資料として重要な可能性を有していることが示された。自由記述データは，児童

生徒の主観的経験や心理状態を，児童生徒自身の言葉を通して把握できる点に特徴があ

り，量的データのみでは捉えにくい心理的文脈を理解するための教育データとして位置づ

けることができる。 

第一に，「ひとこと日記」は，量的データを補完する心理的文脈の把握に資する。第 4

章で扱った登校意欲，睡眠時間，ネット利用時間などの日次量的データは，児童生徒の状

態変化やリスク兆候を把握するうえで有効である。一方で，量的指標のみでは，なぜその
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状態が生じているのか，どのような出来事や感情が背景に存在しているのかを十分に理解

することは難しい。「ひとこと日記」には，友人関係，学習，部活動，家庭生活などに関

する児童生徒自身の経験や意味づけが表出されており，量的データでは捉えにくい心理的

文脈を理解するための資料として活用できる可能性が示された。すなわち，量的データが

「何が起きているのか」を把握するための資料であるのに対し，自由記述データは「なぜ

その状態が生じているのか」を理解するための資料として位置づけることができる。 

第二に，「ひとこと日記」は，SOSの早期把握および予防的支援を支える資料として活

用できる可能性を有している。本章では，中学 2年生および中学 3年生において SOS複合

指標が高くなる傾向が認められたほか，長期休業明けや定期試験期，進路選択期など，学

校生活上の負荷が高まりやすい時期に心理的負担を示唆する記述が増加する傾向が確認さ

れた。こうした結果は，児童生徒の困難が顕在化した後に対応するのではなく，心理的負

荷が高まりやすい時期を見越して支援を行うことの重要性を示している。 

また，SOSは必ずしも「助けてほしい」「相談したい」といった直接的な言葉として表

出するとは限らない。「疲れた」「休みたい」「朝がつらい」「何もしたくない」といった表

現や，記述量の減少，内容の単調化，ポジティブ表現の消失といった変化も，支援上の重

要なサインとなり得る。そのため，「ひとこと日記」の活用においては，単発の記述のみ

を確認するのではなく，同一児童生徒の記述を時系列的に把握し，状態変化の推移を理解

する視点が重要となる。「ひとこと日記」は，問題発生後に対応するための資料というよ

りも，予防的・発達支持的な生徒指導を支えるアセスメント資料として活用できる可能性

を有している。 

第三に，「ひとこと日記」は，教師および学校組織による継続的支援を支える資料とし

て位置づけることができる。児童生徒が困りごとや不安を言葉にした時点は，教師が応答

し，支援につなげる重要な機会である。記述内容に対して適切な声かけや関わりを行うこ

とにより，児童生徒は「理解されている」「見守られている」という感覚を得ることがで

き，その後の援助希求行動につながる可能性がある。 

さらに，児童生徒の自由記述を継続的に把握することは，教師個人による支援のみなら

ず，学年会や教育相談部会，ケース会議等における支援方針の検討にも活用できる。生徒

指導提要（文部科学省，2022）では，アセスメントを，情報収集，分析，共有を通して支

援仮説を形成し，支援目標や支援方法を決定する過程として位置づけている。「ひとこと

日記」データは，児童生徒の主観的経験に関する情報を継続的に提供することにより，こ

うしたアセスメント過程を支える教育データとして機能する可能性を有している。 

以上より，「ひとこと日記」は，量的データを補完する心理的文脈の把握，SOSの早期

把握と予防的支援への活用，そして教師・学校組織による継続的支援への接続という三つ

の側面から，実践的アセスメントを支える教育データとして位置づけられるとともに，児

童生徒理解から支援仮説の形成へとつなぐ基盤的資料として機能する可能性を有してい

る。 
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5-6．活用上の課題と留意点 

「ひとこと日記」データは，児童生徒の主観的経験や心理的文脈を把握するうえで有用

な教育データである一方，その活用にあたってはいくつかの課題と留意点が存在する。 

第一に，入力継続および記述量の個人差である。自由記述は児童生徒の自発的な入力に

依存するため，記述内容や頻度には大きな差が生じる。また，心理的負担が高い状態にあ

る児童生徒ほど記述が減少する可能性もある。そのため，記述内容だけでなく，「書かれ

なくなった」「急に短くなった」といった変化そのものも支援上の重要な手がかりとして

捉える必要がある。 

第二に，解釈およびキーワード分析の限界である。自由記述の意味は文脈によって異な

り，同一の表現であっても心理的状態を一義的に判断することはできない。また，本章で

用いたキーワード指標は支援上の手がかりを把握するための補助的指標であり，診断や評

価を目的とするものではない。したがって，自由記述データは，教師の観察，面談，出欠

状況，学習状況，量的データ等と統合して解釈することが求められる。 

第三に，運用体制および倫理的配慮である。「ひとこと日記」には家庭状況や心理状態

などのセンシティブな情報が含まれる可能性があるため，閲覧権限や情報共有の手続きを

明確化し，プライバシー保護を徹底する必要がある。また，支援上重要な記述が確認され

た場合には，担任のみで対応するのではなく，学年会や教育相談担当，養護教諭，スクー

ルカウンセラー等と連携しながら組織的に支援方針を検討することが重要である。 

 

5-7．本章のまとめ 

本章では，P-Linに蓄積された「ひとこと日記」データを対象として，ポジティブ率，

疲弊率，SOS複合指標の 3指標に基づき，児童生徒の心理状態および学校生活経験の特徴

を検討した。 

以上より，「ひとこと日記」は，児童生徒の主観的経験や心理的文脈を把握するための

有効な教育データであり，量的指標のみでは捉えにくい状態変化や支援ニーズを理解する

ための補助資料となる可能性が示された。第 4章で扱った EMA型日次量的データが状態

変化やリスク兆候の把握に有効であるのに対し，本章で扱った自由記述データは，その背

景にある感情，出来事，意味を理解するための資料として機能する。両者を統合的に活用

することにより，児童生徒理解は単なる状態把握から支援仮説の形成へと発展し，生徒指

導提要（2022）が示すアセスメント過程を支える教育データとして活用できる可能性が示

された。 

しかしながら，教育データが実際に児童生徒や教職員にどのような変化をもたらすのか

については，本章および第 4章の分析のみでは十分に明らかではない。そこで第 6章で

は，P-Lin利用期間中に実施した Pre-Post調査による 2時点比較の結果をもとに，児童生徒

における相談行動や学校適応，教職員におけるチーム支援機能の変化について検討し，P-

Lin導入が児童生徒および学校組織に与える影響の可能性について考察する。 
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第６章 Pre-Post調査による P-Lin利用期間中の 2時点比較 

 

6-1．本章の目的 

第 4章では，P-Linに蓄積された EMA型教育データを用いて，睡眠時間，ネット利用時

間，家庭環境，人間関係などの日常生活上の要因と登校回避傾向との関連を検討した。そ

の結果，児童生徒の学校適応は，学校内の出来事のみならず，生活習慣や家庭・対人関係

を含む日常的文脈と関連しながら変動している可能性が示された。 

また，第 5章では，「ひとこと日記」データを分析し，児童生徒の主観的経験や心理的

文脈が，自由記述の中に表出されていることを示した。そこでは，学年や時期によって異

なる心理的負荷や支援ニーズが確認され，自由記述データが児童生徒理解のための重要な

アセスメント資料となり得ることが示された。 

このように，第 4章および第 5章では，P-Linに蓄積された量的・質的教育データが，

児童生徒理解および実践的アセスメントのための有効な資料となる可能性を示してきた。 

そこで本章では，そうした P-Linの導入が，児童生徒および教職員にどのような変化を

もたらし得るのかを，Pre-Post調査に基づいて検討する。具体的には，児童生徒における

相談に関する P-Lin利用意向の変化，学校適応や自己理解に関連する心理指標の変化，さ

らに教師におけるチーム支援機能の変化を整理し，P-Lin導入が児童生徒および学校組織

に与える影響の可能性について検討する。 

P-Linは，児童生徒の状態把握だけを目的としたシステムではない。児童生徒自身によ

るセルフモニタリングや自己理解を促進するとともに，必要に応じて援助要請や支援行動

へ接続し，さらに教職員間の情報共有や組織的支援を支えることを目的として設計されて

いる。そのため，導入による変化を検討する際には，心理指標の変化だけでなく，相談ア

クセスやチーム支援機能といった実践的指標を含めて多面的に評価することが重要であ

る。 

 

6-2．方法 

本調査では，Pre-Postデザインによる調査を実施した。対象は，A市内 8中学校の生徒

であり，回答者数は Pre調査 596名，Post調査 645名であった。教師の回答者数は，Pre調

査 82名，Post調査 89名であった（延べ回答者数は，生徒 1,241名，教師 171名）。調査時

期は Pre調査を 2025年 7月，Post調査を 2025年 11月に実施した。生徒用の調査内容は，

学校の先生への相談における P-Lin利用意向，学校外の相談における P-Lin利用意向，お

よび複数の心理指標（Table 6-1）を比較対象とした。教師用については，コンサルテーシ

ョン機能を含むチーム支援機能に関する指標（Table 6-2）を比較した。分析には，対応の

ない t検定を用いた。本調査は個人を追跡する縦断調査ではなく，Pre調査と Post調査を

独立した集団として実施したため，両時点のデータを対応づけることができなかった。し

たがって，本研究では Pre群と Post群を独立サンプルとして扱い，群間比較を行った。 
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6-3．結果 

6-3-1．相談に関する P-Lin利用意向の変化 

生徒における学校の先生への相談に関する P-Lin利用意向は，20.3％（596名中 121名）

から 25.0％（645名中 161名）へ増加した。また，学校外の相談に関する P-Lin利用意向

も，25.7％（596名中 153名）から 28.2％（645名中 182名）へ増加した。これらの結果

は，P-Linの継続使用により，相談に関する利用意向が高まった可能性を示している。 

 

6-3-2．生徒における得点比較の結果 

 生徒を対象にした心理測定尺度による得点比較の結果を Table 6-3 に示す。すべての指

標（学校享受感，自己学習スキル，自尊感情，健康維持スキル，教師ソーシャルサポー

ト，冷静な自他への関わり，ポジティブな自己認識，ルーティン行動，セルフケア）にお

いて，Post時点の平均値は Pre時点よりも高く，望ましい方向を示していた。 

 各指標について対応のない t検定を実施した結果，統計的有意差はいずれも認められな

かった（ps>.05）。効果量（Cohen's d）は 0.00～0.11 の範囲であり，全体として小さい値

であったが，自己学習スキル（d=.11）および冷静な自他への関わり（d=.10）において，

他の指標と比較して相対的に高い効果量が示された。 

 

6-3-3．教師における得点比較の結果 

 教師を対象にした心理測定尺度による得点比較の結果を Table 6-4 に示す。全指標にお
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いて，Post時点の平均値は Pre時点を上回る結果となった。 

 各指標について対応のない t検定を実施した結果，統計的有意差はいずれも認められな

かったが（ps>.05），効果量（Cohen's d）は 0.08～0.26 の範囲であり，生徒側の指標と比

較すると，相対的に高い傾向が示された。特に，コンサルテーション機能（d=.26），健康

面での援助（d=.21），心理社会面での援助（d=.18）の各尺度において，相対的に高い効果

量が示された。 

 

 

 

 

6-4．考察 

本調査において最も注目すべき結果は，児童生徒の相談に関する P-Lin利用意向が学校

内外の双方で上昇した点である。学校の先生への相談に関する利用意向は 20.3％から

25.0％へ，学校外への相談に関する利用意向は 25.7％から 28.2％へ増加していた。この結

果は，P-Linを通じた日常的な状態の入力や可視化が，児童生徒にとって相談行動への心

理的接近を促した可能性を示している。すなわち，P-Linは単なる状態把握ツールではな

く，援助要請行動への入口として機能し得る可能性がある。 
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第 4章では，睡眠やネット利用，家庭環境，人間関係などの日常生活上の要因が登校回

避傾向と関連することが示された。また，第 5章では，「ひとこと日記」において，不安

や疲弊，人間関係上の悩みなどの心理的サインが表出されていることが確認された。これ

らの結果を踏まえると，P-Linは児童生徒の状態を把握するだけでなく，自身の状態を振

り返り，必要に応じて支援につながる契機を提供する可能性を有していると考えられる。 

本研究では，児童生徒側の心理指標に大きな変化は認められなかったものの，自己調整

やセルフモニタリングと関連する側面では改善を示唆する傾向が認められた。また，本研

究で測定した学校享受感や自尊感情は，比較的安定した適応状態や自己評価を反映する指

標であり，7月から 11月までの約 4か月という短期間で大きく変容することは必ずしも期

待されない。そのため，本研究で認められた変化は，児童生徒が日々の状態を振り返り，

自己理解や自己調整を深める過程の一端を反映している可能性がある。 

一方，教師側の指標についても効果量はいずれも小さい水準にとどまったものの，情報

共有や援助実践に関する側面では望ましい方向への変化が認められた。特に，コンサルテ

ーション機能（d=.26）や健康面での援助（d=.21）において，生徒側の指標（最大 d=.11）

と比較して相対的に高い値が示された点は注目に値する。こうした傾向は，P-Lin導入後

の変化が，生徒の心理的変容として明確に表れる以前に，教師による情報の可視化や教職

員間の連携といった組織的側面に表れやすい可能性を示唆している。本調査期間（約 4か

月）においては，生徒の適応状態に大きな変化が表れる前段階として，支援の基盤となる

情報共有や組織的支援に関する変化の兆しが示されたものと考えられる。P-Linは児童生

徒の日常的な状態変化を可視化するシステムであり，教職員はそれらの情報を共有しなが

ら支援方針を検討することが可能となる。生徒指導提要（文部科学省，2022）が示すよう

に，生徒指導におけるアセスメントは，情報収集だけでなく，共有，支援仮説の形成，支

援方針の決定へとつながる過程である。本研究の結果は，P-Linが教職員間の共通理解や

コンサルテーションを支える情報基盤として機能した可能性を示唆している。 

以上の結果を総合すると，P-Linは，児童生徒に対してはセルフモニタリングや自己調

整を支え，教職員に対しては情報共有や組織的支援を支えるという二つの経路を通して機

能している可能性が考えられる。学校心理学では，児童生徒の適応は個人内要因のみなら

ず，教師との関係や学校組織による心理教育的援助サービスを通して形成されると考えら

れている（石隈，1999）。その意味において，P-Linは児童生徒を直接変容させる介入ツー

ルというよりも，児童生徒理解と組織的支援を支える情報基盤として機能する可能性を有

すると考えられる。 

 

6-5．本章のまとめ 

以上の結果から，P-Linは児童生徒の相談行動への接近を促す可能性を有するととも

に，児童生徒自身による状態の振り返りや自己理解を支援し，教職員による情報共有や組

織的支援を支える可能性が示唆された。 
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本研究では，児童生徒および教師の心理指標に統計的に有意な変化は認められず，効果

量も全体として小さい水準にとどまった。しかし，児童生徒側では自己調整に関連する指

標の平均値が Post時点で上昇し，教師側では情報共有や援助実践に関連する指標において

相対的に高い効果量が示された。このことから，P-Linは児童生徒への直接的な介入ツー

ルというよりも，児童生徒理解と組織的支援を支える情報基盤として機能する可能性が示

唆された。 

今後は，対照群を設定した研究デザインや個人追跡型の縦断研究を通して，セルフモニ

タリングや自己調整の変化，教職員の支援実践の変化が，どのような過程を経て児童生徒

の適応につながるのかを検討していく必要がある。 

このように，第 6章では，P-Linが児童生徒と教職員の双方に関わりながら，学校にお

けるアセスメントと支援を支える可能性を示唆した。しかし，これらの量的指標のみで

は，学校現場においてどのような実践が行われ，どのような意味をもって活用されている

のかを十分に把握することはできない。そこで第 7章では，導入校における実践報告を整

理し，P-Linの活用実態と学校現場における意義について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



38 

 

第 7章 P-Lin導入の実践報告ならびに学校組織における支援体制への示唆 

 

7-1．本章の目的 

第 4章では，P-Linに蓄積された EMA型教育データを用いて児童生徒の状態変化や登校

回避傾向との関連を検討した。第 5章では，「ひとこと日記」データを分析し，児童生徒

の主観的経験や心理的文脈の把握可能性を示した。さらに第 6章では，Pre-Post調査を通

して，P-Lin導入が児童生徒の相談アクセスや教職員のチーム支援機能に与える影響の可

能性を検討した。これらの結果は，P-Linが児童生徒理解と支援に資する可能性を示すも

のであった。しかし，その効果はシステム自体によって生じるものではなく，学校現場に

おいてどのように活用され，どのような支援体制の中に位置づけられるかによって左右さ

れると考えられる。 

そこで本章では，P-Lin 導入校における担任教師，管理職，コーディネーター教員等か

ら得られた実践報告を整理し，P-Lin の実践的意義および課題を検討する。 

 

7-2．実践報告の収集方法と位置づけ 

本章で扱う実践報告は，A市全中学校，B市小中学校（モデル校），C市小学校（モデル

校）において P-Lin を活用した担任教師，管理職等から収集された感想・実践記録を整理

したものである。 

収集された報告は，P-Lin を活用した児童生徒理解，関係形成，援助希求，組織的支援

等に関する内容であった。本章では，これらの内容を整理し，学校心理学および教育心理

学の観点から考察を行う。 

なお，本章で扱う内容は，量的研究のような統計的検証を目的とするものではなく，学

校現場における実践知を整理する探索的・実践的検討として位置づける。 

A市の全中学校，B市小中学校（モデル校），C市小学校（モデル校）に P-Linが導入さ

れて以降，アプリを通じた生徒理解や関係形成に関する多様な実践報告が寄せられてい

る。以下の事例は，管理職等を通して実際に使用した複数の担任教師から収集した感想・

意見を整理・分析したものであり，P-Linが担任―生徒間のコミュニケーション支援ツー

ルとして機能する実態と，その心理教育的意義を示すものである。個人が特定されないよ

う，記述はいずれも一般化・匿名化して記載している。 

 

7-3．実際に P-Linを活用した担任教師・管理職等の報告ならびに考察 

 本研究の実施過程を通して P-Lin導入による実装上のメリットを整理し，P-Linの学校に

おける支援体制の質的向上に資する多面的な機能を(1)～(9)の観点から整理した。 

 

(1) テキストコミュニケーションによる関係形成の促進 

複数の担任教師から，「直接話すことが苦手な生徒とも，文字によるやりとりを通じて
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関係を築いていけた」という報告が寄せられた。面談や口頭でのコミュニケーションに心

理的障壁を感じる生徒にとって，テキストというメディアが接触の敷居を大きく下げるこ

とが現場で確認された。 

心理学的に見ると，この現象はコミュニケーション心理学における「脱抑制効果

（online disinhibition effect）」（Suler, 2004）として説明できる。対面状況では社会的評価へ

の不安（social evaluative threat）や対人的羞恥心（interpersonal embarrassment）が自己開示

を抑制するが，テキストを介した非同期・非対面のやりとりでは，こうした抑制機制が緩

和される。特に思春期の生徒においては，アイデンティティの模索と他者評価への敏感さ

が高まる時期であり（Erikson, 1968），自分の言葉を選んで送れるテキストは安全な自己表

現の場として機能しうる。P-Linはこうした特性を教育的文脈に応用した実践的な仕組み

であると評価できる。 

 

(2) OJT（On-the-Job Training）としての機能 

P-Linはテキストによる関係形成という機能を超え，教師の力量向上にも寄与すること

が現場から報告されている。具体的には，P-Linに記録されたベテラン教師のコメントや

生徒への対応を，経験の浅い教師が参照することができる。これは OJT（On-the-Job 

Training）として機能するものであり，声かけの視点・支援判断の根拠・対応の工夫といっ

た実践的知識を実務の中で習得できる点が評価されている。従来の教師養成・研修では習

得が難しかった「個別生徒への日常的な見立てと関わり」が，P-Linを通じた記録の共有

によって可視化され，若手教師の学びの場となるとともに，生徒への不適切な関わりの抑

止効果も期待される。 

心理学・教育学の観点からは，この OJT機能は「観察学習（observational learning）」

（Bandura, 1977）として捉えることができる。熟練者の行動や判断プロセスを観察・参照

することは，スキル習得の効果的な経路であり，学校現場においても実践知の伝承という

重要な課題に応えるものである。加えて，P-Linを通じて蓄積されるデータは，生徒の生

活習慣・心理的傾向・学年・学級集団としての特徴をエビデンスに基づいて把握する手が

かりとなる。こうした情報は，学級指導・個別支援・心理教育の立案に活かすことがで

き，従来の経験則や主観的観察に依存しがちであった教師の「生徒理解」を，データで裏

づける実践へと転換する可能性を持つ。 

 

(3) 性差を超えた相談関係の形成 

「担任と異性の生徒は対面では話しにくいことがある。P-Linでは恋愛に関する悩みな

ど，踏み込んだ内容についても文字で打ち明けてくれた」という報告が，複数の担任から

確認された。中学生年代にあたる思春期は，性的な成熟に伴って心身が変化し，自己理解

やアイデンティティ形成が進む時期である（こども家庭庁，2023）。また，青年期の恋愛

関係は，アイデンティティ形成と関連する重要な発達的テーマとして位置づけられている
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（髙坂，2023；小沢，2025）。一方，中学生の教師への援助要請には，言語的援助要請ス

キルや援助不安が関連し（阿部・水野・石隈，2006），担任教師への信頼感も援助要請意

図および援助要請行動と関わることが示されている（中井，2022）。さらに，小中学校教

員を対象とした調査では，中学校教員は男性教員・女性教員いずれも，同性の生徒に関わ

りやすさや理解しやすさを感じている可能性が示唆されている（春日・土屋・長谷，

2024）。以上を踏まえると，身体・性・恋愛・対人関係に関する悩みについては，生徒が

異性の担任に相談することに心理的ハードルを感じる場合があると考えられる。テキスト

ベースのやりとりは，こうした性差に起因する相談回避を部分的に緩和する可能性があ

る。P-Linは，相談の「入口」を多様化し，従来の対面相談では埋もれていたニーズを可

視化する仕組みとして機能していると解釈できる。 

 

(4) 援助希求行動のキャッチと相談フォームとの比較 

「学校ホームページ等に掲載している相談フォームよりも，P-Linの方が生徒の声を拾

いやすい」という評価も寄せられた。相談フォームは匿名性が高い反面，日常的使用を前

提としていないため，深刻な段階になって初めて利用されることが多い。一方，P-Linは

日々の入力の中で自然に「困り感」や「相談ニーズ」が表出されるよう設計されており，

援助希求行動の早期捕捉に有効である。 

援助要請研究（Rickwood et al., 2005; 田村・石隈, 2001）によれば，若者が援助を求めな

い主な理由として，「相談相手が見つからない」「どこに相談すればよいかわからない」

「恥ずかしい・弱く見られたくない」などが挙げられる。P-Linは日常の延長上に相談の

入口を設置することで，こうした障壁を構造的に低減していると考えられる。これは，一

次予防・二次予防の文脈においても非常に重要な実践的意義をもつと考えられる。 

 

(5) いじめの早期発見・予防のツールとして 

「〇さんが，嫌がらせをされていて見ているのがつらい」などと傍観者の立場の子ども

達も P-Linを通じて教師に状況を伝えることができ，P-Linはいじめの早期発見・予防にお

いても有効なツールとして機能することが報告されている。いじめを受けている当該生

徒，またはいじめを目撃した周囲の生徒が，P-Linのコメント欄を通じて教師に伝えるこ

とができる仕組みは，直接的な申告が難しい状況においても「声を届ける」経路を確保す

るものである。文部科学省（2024b）「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」

（令和 6年 8月改訂版）においても，いじめに関する普段の取り組みとして日常的な状態

把握の重要性が示されており，P-Linはこの方針に沿った実践的手段として位置づけるこ

とができる。また，心身の調子の変化がグラフとして可視化されることで，教師が変化に

気づき声をかけるきっかけとなる早期発見機能も現場から評価されている。 

 

(6) つらい状態にある場合の「逃げ場」の確保 
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いじめや児童虐待など生徒がひどくつらい状態にある場合の「逃げ場」の確保という観

点からも，P-Linは重要な機能を持つ。アプリ内には，公的相談機関への 24時間無料電

話・LINE相談，およびWEB上の一次避難所として「かくれてしまえばいいのです」

（NPO法人ライフリンクが運営）へのアクセスが提示されており，強い不安や苦しさの中

にある生徒が一人で抱え込まずにすむ環境が整備されている。なお，P-Linの開発・運営

元の一般社団法人スクール・セーフティネット・リサーチ・センターと，NPO法人ライフ

リンクとは 2025年 12月に正式に連携しており，危機回避の入口が確保されている。心理

学的には，こうした相談先の事前提示は，危機状態にある児童生徒が必要な支援にアクセ

スするための心理的コストを下げる安全網として機能し得る。自殺予防・危機介入におい

ては，支援資源へのアクセス可能性を高めることが重要であり（Mann et al., 2005），P-Lin 

に外部相談先への導線を組み込むことには実践的意義がある。 

 

(7) 学級経営の可視化と担任支援への示唆 

「担任の学級経営，特に集団維持のための関わりが可視化されやすくなった」という点

も，実践的に重要な知見である。従来，担任の学級経営は個人の技量・経験に委ねられる

部分が大きく，管理職や他の教師から見えにくい営みであった。P-Linを通じたやりとり

の記録は，担任がどの生徒にどのように関わっているかを組織として確認できる手がかり

となる。 

学級集団の維持・発達を支える担任の関わりは，集団凝集性（group cohesion）や学級風

土（classroom climate）と深く関連しており（河村, 2000），これらが良好な状態を保つこと

は個々の生徒の心理的安全性（psychological safety）の基盤となる（Edmondson, 1999）。P-

Linの記録機能は，担任の省察（reflection）を促すとともに，管理職・SC（スクールカウ

ンセラー）によるスーパービジョン的関与を可能にし，担任が孤立して抱え込まない組織

文化の形成にも寄与しうると考えられる。 

 

(8) 全職員による情報共有と組織的支援体制の可視化 

管理職・コーディネーター教員の視点からは，「全職員がデータを共有できることで，

支援の抜け・漏れが生じにくくなった」という評価が得られた。従来の口頭申し送りや個

別記録では，情報の属人化が起きやすく，生徒の状態変化が組織として把握されないリス

クが存在した。P-Linはその問題を構造的に解消する。これは，学校心理学における「チ

ーム学校（team school）」の理念（文部科学省, 2015）と合致する。石隈（1999）が示すよ

うに，生徒支援の有効性は担任単独の力量に依存するのではなく，学校全体が組織として

機能する「3段階の心理教育的援助サービス」体制の整備によって高まる。P-Linは，こう

したチーム支援を日常的・継続的に実現するためのインフラとして機能することが，本事

例の報告からも示唆される。 

組織的支援体制の観点からは，学年進行時の支援継続という実践的効果も報告されてい
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る。従来の学校支援において課題となりやすいのは，年度末から年度初めにかけての担任

交代・学年進行の際に，個別生徒の支援情報が引き継がれないまま途切れてしまうリスク

である。P-Linでは，データが蓄積・共有される仕組みにより，学年が変わっても支援の

継続性が保たれることが現場から評価されている。継続的ケア（continuity of care）は支援

の質を担保する上で不可欠な要件であり（World Health Organization, 2016），P-Linはこの観

点においても学校組織として有効な基盤を提供している。 

 

(9) 不登校率の減少および相談行動の増加・早期対応の実績 

P-Lin導入校においては P-Lin導入後の不登校率の減少および相談行動の増加・早期対応

の実績が報告されている。もちろん，不登校率の減少が P-Linだけの効果とは言い切れな

いが，P-Linが日常的な状態把握と援助希求行動の促進を通じて，問題が深刻化する前の

段階での対応を可能にしていることを示す，現場レベルの成果として特筆に値する。不登

校の未然防止においては，登校意欲の低下や対人関係上の困難を早期に察知し，適切な働

きかけを行うことが重要とされており（文部科学省, 2023「誰一人取り残されない学びの

保障に向けた不登校対策」），P-Linはその早期発見機能においてこの方針と整合する。

日々のひとこと日記におけるコミュニケーションも安心感の構築に寄与している。また，

生徒の視点からは，「学校に行けない日も自宅からアプリに入力でき，学校や先生とのつ

ながりが途切れにくい」という効果も確認されている。不登校状態にある生徒が直面する

大きな課題の一つは，学校との関係性の断絶による孤立感・疎外感の深まりである（石隈, 

1999）。P-Linは登校の有無にかかわらず毎日の入力が可能であるため，不登校期間中も教

師とのやりとりを通じた「つながり感」が保持されやすい。このことは，不登校からの回

復を支える心理的要因として重要な「所属感（sense of belonging）」（Baumeister & Leary, 

1995）の維持に寄与し，学校復帰への心理的ハードルを下げる効果も期待される。 

 

7-4．報告を踏まえた考察と課題 

(1)から(9)までの報告を総括すると，P-Linは個人・関係・組織・安全確保という四つの

層において，重層的な教育的・心理的価値を発揮していることが示された。 

第一に，個人レベルでは，発話が困難な生徒・性差による相談障壁を抱える生徒・援助

を求めることへの抵抗感を持つ生徒に対し，テキスト入力という生徒に馴染みのある手段

を通じた安全な自己開示と援助希求の機会が提供されている。「脱抑制効果」（Suler, 

2004）に基づくコミュニケーションの敷居の低下に加え，セルフモニタリング機能によ

り，生徒自身が生活習慣・感情状態・学習行動を日々振り返ることで，自己調整学習

（Zimmerman, 2002）の基盤となるメタ認知の発達が促される。さらに，アプリ内に危機的

状態にある生徒向けの「逃げ場」として外部相談機関（NPO法人ライフリンク連携）への

アクセスが整備されており，自殺予防・危機介入の観点からも，危機的状態にある児童生

徒が支援資源にアクセスしやすくなる安全網として重要な機能を果たしている。 
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第二に，関係レベルでは，担任と生徒の間に継続的なやりとりの記録が蓄積されること

で，信頼関係（therapeutic alliance）の形成と深化が促進される。異性担任への相談回避・

口頭表現の苦手さなど，従来の対面支援では埋もれやすかった相談ニーズが可視化される

とともに，「ひとこと日記」を通じた日常的コミュニケーションが，目立たない生徒・登

校できない生徒を含むすべての生徒との関係維持を支えている。不登校状態にある生徒も

自宅から入力を続けることで，所属感（Baumeister & Leary, 1995）が保持され，学校復帰

への心理的ハードルの低減にもつながる。 

第三に，組織レベルでは，全職員によるデータ共有と学級経営の可視化が，チーム支援

体制の実質的な機能化をもたらしている。情報の属人化・担任交代時の支援断絶というリ

スクが構造的に解消され，学年進行時も支援の継続性が確保される（WHO, 2016）。また， 

P-Lin はベテラン教師の関わり方が記録として蓄積される OJT（観察学習; Bandura, 1977）

の場としても機能し，若手教師の力量向上と不適切な関わりの抑止という人材育成上の効

果も生み出している。さらに，生徒の生活習慣・心理的傾向・集団特性をエビデンスに基

づいて把握することで，学級指導・個別支援・心理教育の質的向上にも寄与している。 

第四に，心理的な安全レベルでは，いじめの早期発見・予防という重要な機能が確認さ

れている。いじめを受けている当該生徒や目撃した生徒が，対面での申告に代わる経路と

してコメント欄を活用できる仕組みは，文部科学省（2024b）「いじめの重大事態の調査に

関するガイドライン」（令和 6 年 8 月改訂版）が示す「普段の取り組み」として位置づけ

られる。心身の調子の変化グラフは教師が変化に気づくきっかけとなり，担任交代・全職

員共有の体制が重大事態の発生予防（0 次・1 次予防）を組織として支えている。P-Lin 導

入校において不登校率の減少・相談行動の増加・早期対応の実績が報告されていること

は，こうした多層的な機能の複合的な成果として捉えることができる。しかしながら，教

師がダッシュボードを毎日確認する必要があり，「負担」と捉える教師がいることも事実

である。もっとも，重大事態への対応に要する人的・時間的負担を考慮すると，日常的

な状態把握と予防的支援の重要性は高いと考えられる。さらに，P-Lin は，いじめの早期

発見・予防だけではなく，セルフモニタリング等を通じて生徒の発達や成長にも寄与す

ることを強調しておきたい。 

現場から寄せられた主な課題は，以下の四点である。 

第 1 に，心配な児童生徒について教師に知らせるアラート機能の実装である。アラート

機能は早期発見・早期支援に資する一方で，教師の心理的負担や対応負担を増大させる可

能性があるため，開発当初から慎重な検討を要する課題であった。今後は，現場の教師の

声を踏まえながら，P-Lin の特性を生かした，過度な負担につながらないアラート機能の

あり方を検討していく必要がある。 

第 2に，セルフモニタリング項目のスリム化である。現行の入力項目は，児童生徒の心

理的状態を丁寧に把握できるよう設計されているが，短学活などの限られた時間内で継続

的に活用するには，入力に要する時間や認知的負荷への配慮が求められる。そのため，内
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省効果を維持しつつ，児童生徒にとってより入力しやすい項目構成へと見直すことが課題

である。一方で，現在，P-Linの入力データを用いた研究も進められており，その結果を

現場にフィードバックしている段階にある。質問項目の変更は，継続的なデータの比較可

能性や研究成果の解釈にも影響を及ぼす可能性があるため，慎重に進める必要がある。 

第 3に，現場における活用事例のさらなる蓄積と共有である。P-Linの効果的な活用方

法は，学校の実情や教師の支援体制によって異なる。そのため，実践事例を蓄積し，他校

でも参照可能な形で共有していくことが，学校現場での活用を広げるうえで重要である。 

第 4に，児童生徒が日常的に入力を継続できる仕組みを充実させることである。P-Lin

は，教師が児童生徒の状態を把握するためだけでなく，児童生徒自身がセルフモニタリン

グを通じて，自分の心身の状態に気づき，必要に応じて相談や支援につながることを目指

している。そのためには，児童生徒にとって「入力することが自分の役に立つ」と感じら

れる設計や，継続的な利用を促す工夫が求められる。 

以上の改善は，単なる技術的対応にとどまるものではない。心理教育的観点から，児童

生徒と教師の双方にとって「使い続けられるシステム」をいかに持続的に設計するかとい

う課題に応えるものである。P-Linが学校における包括的支援システムとして発展し続け

るためには，これらの課題に対して，現場の実践と研究知見の双方を踏まえながら継続的

に検討していくことが不可欠である。 

第 4章で示した日次量的データによる状態把握，第 5章で示した自由記述データによる

心理的文脈の把握，第 6章で示した相談アクセスおよび組織的支援への波及可能性，そし

て本章で整理した学校現場における実践知を総合すると，P-Linは児童生徒理解，援助希

求，チーム支援をつなぐ実践的アセスメント基盤として機能する可能性を有していると考

えられる。 
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第８章 総合考察 

 

8-1．本研究で得られた知見の整理 

本研究は，『生徒指導提要』に対応した子ども支援アプリ P-Linを独自に開発・運用し，

教育データを活用した実践的研究として，児童生徒理解および学校における支援体制の充

実に向けた可能性を検討したものである。 

第 2 章から第 7 章では，P-Lin への入力状況と児童生徒の適応状態との関連，導入評

価と改善過程，日次量的データおよび自由記述データによる児童生徒理解の可能性，Pre-

Post 調査による 2時点比較，ならびに学校現場における実践報告と支援体制への示唆につ

いて順に検討してきた。これらの章では，P-Lin が児童生徒の状態把握やセルフモニタリ

ングに資するだけでなく，教職員による児童生徒理解，援助希求の把握，情報共有，組織

的支援の形成に関わる可能性が示された。 

そこで第 8 章では，これまでの分析および実践報告で得られた知見を総合し，教育デ

ータを用いた児童生徒理解の意義，P-Lin 導入の実践的・組織的意義，実装研究としての

到達点と限界，ならびに今後の課題について考察する。 

本研究を通して得られた知見は，主として次の 5点に整理できる。第 1に，P-Linへの

入力日数は児童生徒の適応状態と関連しており，入力内容だけでなく，入力の有無や継続

性そのものも児童生徒理解の手がかりとなり得ることが示された。第 2に，導入評価の結

果から，P-Linは児童生徒にとって生活の振り返りや自己管理に資する一方，教職員にと

っては生徒理解や教育相談への活用可能性を有することが示された。ただし，入力負担や

確認負担も課題として確認され，学校現場に適合した運用設計の重要性が示された。第 3

に，日次量的データおよび「ひとこと日記」データの分析から，児童生徒の生活習慣，学

校生活上の経験，心理的負荷，援助希求の兆候を，時系列的かつ文脈的に把握できる可能

性が示された。第 4に，Pre-Post調査では，P-Linを通じた相談利用意向の上昇や，教師側

のチーム支援機能に関する指標の向上傾向が確認された。ただし，心理指標について統計

的有意差は確認されておらず，これらの結果は探索的知見として位置づける必要がある。

第 5に，学校現場における実践報告から，P-Linは児童生徒と教師との日常的なコミュニ

ケーション，援助希求の把握，教職員間の情報共有，組織的支援の形成に資する可能性が

示された。 

 

8-2．教育データを用いた児童生徒理解の可能性 

本研究の中核的意義は，教育データの利活用を，単なる可視化や記録の技術としてでは

なく，児童生徒理解と支援に接続する実践的枠組みとして提示した点にある。従来，学校

における児童生徒理解は，教職員による観察や面談，あるいは一定時点での質問紙調査に

依拠することが多かった。しかし，これらの方法では，児童生徒の日常的な揺らぎや短期

的変化を継続的に把握することには限界がある。 
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これに対し，P-Lin は，児童生徒本人による自己報告データを日常的に蓄積することに

より，状態の変化を継続的に把握し得る点に特徴がある。とりわけ本研究では，入力され

た内容だけでなく，入力の有無や継続性そのものも，児童生徒理解の手がかりとなり得る

ことが示された。このことは，教育データを解釈する際に，記述内容や数値項目の得点の

みを読むのではなく，入力の途絶，頻度の低下，継続性の変化といった行動面の情報も含

めて把握する必要があることを示している。したがって，P-Lin によるアセスメントで

は，記入内容と記入行動の双方を統合的に捉える視点が重要となる。 

また，量的データと質的データの双方が蓄積されることにより，児童生徒理解はより多

面的になる。量的データは，困り感や相談ニーズ等を一定の形式で把握し，集団比較や傾

向把握を可能にする。一方，質的データは，児童生徒がどのような学校生活を送り，何に

喜びや負担を感じているかという生活文脈を具体的に示す。実際，「ひとこと日記」の分

析では，学校行事やテスト時期に応じて語の出現傾向が変化することが示されており，児

童生徒の心理状態が学校環境や時期的要因と連動している可能性が示唆された。これは，

児童生徒理解において，個人内要因のみならず，学校行事，学期の進行，評価時期などの

環境要因を含めて解釈する必要性を示している。 

このように，教育データを用いた児童生徒理解とは，単に数値を蓄積することではな

く，日常的な自己報告の変動を手がかりとして，児童生徒の内面状態と学校生活の文脈を

継続的かつ多面的に把握しようとする営みであると位置づけられる。本研究は，その具体

的な実装可能性を，P-Linの開発と運用を通して示した点に意義がある。 

 

8-3．P-Lin導入の実践的・組織的意義 

本研究の実践的意義は，P-Linが児童生徒の自己理解の促進と，学校における組織的支

援の基盤形成の双方に資する可能性を示した点にある。児童生徒にとって，P-Linへの入

力は，自らの気分，体調，生活習慣，困り感等を振り返る機会となる。評価アンケートに

おいても，生活の振り返りや睡眠・学習時間の可視化に関する有用性が示されており，P-

Linがセルフモニタリングの契機として機能していることがうかがえる。日常的な入力を

通じて，児童生徒は自らの状態変化に気づきやすくなり，自己調整や相談行動につながる

可能性がある。 

さらに，Pre-Post調査において相談に関する P-Lin利用意向が上昇したことは，日常的な

自己状態の把握が，援助要請行動への心理的接近を促す可能性を示している。これは，P-

Linが単に状態を把握するための受動的なツールではなく，児童生徒が支援へとつながる

入口として機能し得る可能性を意味する。特に，学校内の先生への相談のみならず，学校

外の相談に関する利用意向も上昇していたことは，児童生徒の相談行動に対する認識の幅

を広げる契機となり得ることを示唆している。 

他方で，教職員にとって P-Linは，児童生徒理解を深め，教育相談や生徒指導の判断を

支える基盤情報となる。特に，入力データが共有可能な形で蓄積されることにより，児童
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生徒に関する情報を教職員間で共有しやすくなり，共通理解の形成や支援方針の統一が促

進される可能性がある。教師側でコンサルテーション機能に向上傾向がみられたことは，

P-Linがチーム支援の基盤形成に寄与し得ることを示唆している。日常的な自己報告デー

タが教職員に共有されることにより，支援判断が個人の経験や印象のみに依拠するのでは

なく，共通資料に基づいて行われやすくなる点は重要である。 

また，記録の継続的蓄積は，学年進行や担当者変更が生じた場合にも，支援の連続性を

確保するうえで有用である。学校においては，児童生徒に関する情報が個々の教員の経験

や印象に依存しやすく，その継承が難しいことがある。P-Linのようなシステムは，こう

した情報の断片化を補い，継続支援の基盤を提供する点でも意義を有する。さらに，管理

職等から寄せられた実践報告においては，不登校傾向の把握や教員負担の軽減に関する具

体的なエピソードも示されている。これらは，P-Linが学校全体の支援体制の質的向上に

資する可能性を実践的側面から示唆するものである。ただし，これらの報告は個別の学校

文脈に基づく実践知であり，P-Lin導入による直接的効果として一般化することには慎重

である必要がある。 

 以上を踏まえると，P-Lin の実践的意義は，児童生徒の心理状態を直接的に改善する介

入効果に限定して捉えるべきではない。むしろ，P-Lin は，児童生徒の日常的な状態や困

り感を可視化し，教師による気づき，声かけ，情報共有，支援方針の検討を促すことによ

って，学校における援助実践の質を支える情報基盤として機能する点に意義がある。すな

わち，P-Lin の導入効果は，児童生徒個人の得点変化としてのみ表れるのではなく，教職

員の児童生徒理解，チーム支援，継続的な関わりのあり方を変化させる過程を通して，間

接的に児童生徒の適応を支える可能性がある。この点は，本研究における Pre-Post 調査お

よび実践報告の双方から示唆される重要な知見である。 

 

8-4．実装研究としての意義 

本研究は，P-Linの有効性を検証するだけでなく，モデル校での試行導入から自治体規

模の展開，さらには他自治体への導入へと発展させる過程を通して，学校現場における実

装可能性を検討した点に特徴がある。この意味で，本研究は，教育データ活用の有効性に

関する研究であると同時に，それを学校現場でどのように運用可能な形にするかを問う実

装研究でもあった。 

導入過程においては，児童生徒の入力負担，教職員の確認負担，活用方法の不明確さと

いった課題が明らかとなった。しかし，本研究では，これらの課題を単に指摘するにとど

まらず，入力項目の精選，双方向機能の強化，スタンプ機能の導入，シングルサインオン

機能の実装など，継続的な改善を行ってきた。したがって，本研究の成果は，結果として

何が示されたかだけでなく，課題を踏まえてどのように改善を進めたかという過程にも認

められる。実装研究としてみた場合，学校現場における負担感や運用上の制約を把握し，

それをもとに設計を調整していく循環そのものが重要な知見である。 
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 このように，本研究における実装上の知見は，P-Lin の機能そのものの有用性に加え，

それを学校現場の業務構造や支援体制にどのように組み込むかという点にある。教育デー

タ活用は，データを取得すれば自動的に支援が改善されるものではない。児童生徒が無理

なく入力できること，教職員が過度な負担なく確認できること，気づかれた情報が担任個

人にとどまらず組織的支援へ接続されることが不可欠である。したがって，P-Lin の実装

可能性は，技術的機能，児童生徒の受容可能性，教職員の活用可能性，学校組織における

支援体制の四者が相互に調整されることによって高まると考えられる。 

 

8-5．本研究の限界と今後の展望 

（1）本研究の課題 

 本研究により研究知見が得られた一方で，限界もある。第 1に，Pre-Post調査は対照群

を設定した厳密な介入研究ではなく，導入効果を因果的に確定できるものではない。第 2

に，量的分析のためのデータセット構築には想定以上の時間を要しており，蓄積されたデ

ータの潜在的価値を十分に引き出しきれていない。第 3に，入力継続の困難や欠測の問題

は，不適応の兆候として解釈し得る可能性がある一方で，単純に運用上の課題を反映して

いる可能性もあるため，慎重な検討を要する。第 4に，質的データについても，短文であ

るがゆえに文脈が限定されやすく，単語頻度や共起関係のみから心理状態を断定すること

はできない。したがって，P-Linの教育的・心理的意義をより精緻に評価するためには，

研究デザインと分析基盤の両面でさらなる整備が必要である。 

第 5 に，第 7 章で扱った実践報告は，学校現場における具体的な活用可能性を示す重

要な資料である一方，体系的な質的調査や効果検証として設計されたものではない。その

ため，報告された実践上の成果を，P-Lin 導入による効果として直接的に一般化すること

には慎重である必要がある。今後は，教師，管理職，児童生徒，保護者等を対象としたイ

ンタビュー調査や質問紙調査を組み合わせ，P-Lin が学校組織の支援実践にどのような変

化をもたらすのかを，より体系的に検討する必要がある。 

 

（2）今後の展望 

なお，P-Linには本報告書で扱った分析対象以外にも，多様な教育データが蓄積されて

いる。本報告書では，そのうち現時点で整理・分析が可能であった内容を中心に報告し

た。現在もデータ整備および追加分析を継続しており，今後は，日常的な状態変化の時系

列的把握，個人内変動に基づく早期兆候の検討，入力継続や欠測の意味，援助要請行動へ

の接続過程等について，さらに精緻な検討を進める必要がある。 

今後は，P-Linに蓄積された年間データを活用し，より精緻な分析を進める必要があ

る。具体的には，日常的な心理・生活状態の変動が登校意欲や困り感の高まりをどの程度

先行予測するか，セルフモニタリングが援助要請行動にどのように結びつくか，生徒がど

のような類型に分かれ，どの群にどのような効果がみられるか，困り感から相談行動に至
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る過程のどこで支援につながらない分岐が生じるか，といった問いが重要である。Table 8-

1に示されている今後のリサーチクエスチョンは，まさに本研究の発展方向を具体化した

ものといえる。とりわけ，個人内変動に着目した縦断分析や，条件分岐型プロセスに基づ

く分析は，不適応が顕在化する前の早期兆候を把握するという意味で，0 次予防の観点か

らも重要な意味を持つ。 

また，学校組織への実装という観点からは，どの職種がどのタイミングでデータを確認

し，どのような基準で支援へ接続するのかという運用モデルの具体化が必要である。教育

データの収集と可視化が可能になっても，それを支援に結び付ける体制が整っていなけれ

ば，実践的意義は限定される。したがって，今後は分析の精緻化と並行して，校内体制の

構築，役割分担の整理，教育委員会・学校へのフィードバックの仕組みの充実を進める必

要がある。さらに，教員負担を軽減しながら運用を持続させるためには，活用事例の蓄積

と共有を通して，学校現場における具体的な活用モデルを示していくことが求められる。 

加えて，今後は，P-Linが「すべての児童生徒」にとって有益に機能するのか，あるい

は一部の児童生徒にとっては負担や排除を生む可能性があるのかという視点も重要とな

る。入力頻度，欠測率，主観的負担感，心理・生活指標などを含めた検討を通して，誰に

とってどのような条件のもとで有効であるのかを明らかにすることが必要である。そのこ

とは，教育データを活用した支援が，単に効率性を高めるための仕組みではなく，児童生

徒一人ひとりに応じた支援の質を高めるための基盤として機能するために不可欠である。 

 

今後の研究におけるリサーチクエスチョン 

 

Ⅰ.リサーチギャップ 

（１）「不適応の予測」に関する研究は多いが，日常変動（within-person）に基づく早期兆

候（「0次予防」）の実証研究が乏しい。 

（２）セルフモニタリングが「実際の援助要請行動」に結びつく過程が未解明。 

（３）ICT介入の「平均効果」ではなく「誰に・いつ・どのように効くか」が不明。 

 

Ⅱ．P-Lin研究におけるリサーチクエスチョン 

 

Table 8-1 

今後の研究におけるリサーチクエスチョン 

RQ リサーチクエスチョン  変数例  データ  分析方法例  

RQ1 日常的な心理・生活状態の変動

は，登校意欲や困り感の高まりを

どの程度先行予測するか 

日中の気分，睡眠時

間，ネット使用時間，

学習意欲，登校意欲，

困り感 

日次縦断デー

タ（生徒内反

復測定） 

マルチレベルモデル

（LMM/HLM），遅延効果モ

デル 
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RQ2 セルフモニタリング（自己状態の

継続的入力）は援助要請行動を促

進するか 

困り感，相談意向，相

談実行（有無），相談

結果 

日次縦断＋イ

ベント発生デ

ータ 

ロジスティック回帰，媒介

分析（SEM） 

RQ3 生徒は心理・生活状態のパターン

に基づいてどのような類型に分か

れ，それぞれでアプリの効果は異

なるか 

気分プロファイル，睡

眠・学習・SNS使

用，登校意欲 

個人レベル縦

断データ 

潜在クラス分析（LCA / 

LPA），クラス別成長モデル 

RQ4 困り感から相談行動に至る過程に

おいて，どの段階で支援につなが

らない分岐が生じるか 

困り感，相談意向，相

談対象，相談実行，相

談結果 

条件分岐型プ

ロセスデータ 

決定木分析，シーケンス分

析 

RQ5 アプリの導入はすべての生徒に有

益か，それとも負担や排除を生む

層が存在するか 

入力頻度，欠測率，主

観的負担感，心理・生

活指標 

縦断データ＋

欠測パターン 

欠測メカニズム分析，混合

研究法（量的＋質的） 

RQ6 アプリ導入は，学校における教育

支援体制（チーム支援）の構築に

どのような影響を与えるか 

相談経路，教職員活用

頻度，支援連携評価 

生徒データ＋

教職員データ 

マルチレベル分析，質的内

容分析 

 

8-6．総括 

以上より，本研究は，教育データを活用した実践的研究として，児童生徒の自己報告デ

ータに基づく継続的アセスメントと，学校における組織的支援体制との接続可能性を示し

た。P-Lin は，児童生徒の日常的な状態変化を把握するためのツールであると同時に，児

童生徒自身のセルフモニタリング，教師による気づき，援助希求の把握，教職員間の情報

共有を支える実践的アセスメント基盤として機能し得る。 

ただし，P-Lin の有効性は，アプリの導入そのものによって自動的に保証されるもので

はない。児童生徒が継続的に入力できる仕組み，教職員が無理なく確認・応答できる運用

体制，得られた情報を組織的支援へ接続する校内体制が整備されて初めて，教育データは

実践的意味をもつ。今後は，対照群を含む研究デザイン，個人追跡型の縦断分析，欠測や

入力継続の意味に関する検討，ならびに実践報告の体系的分析を通して，P-Lin の教育

的・心理的意義をさらに精緻に検証していく必要がある。 

本研究で得られた知見は，学校現場における児童生徒理解を，観察や面談のみに依拠す

るものから，日常的な教育データを活用した継続的・組織的なアセスメントへと拡張する

可能性を示すものである。その意味で，P-Linは，児童生徒の自己理解，教師による気づ

き，援助希求の把握，教職員間の情報共有を結びつけ，チーム支援を支える学校心理学的

実践の基盤の一つとなり得る。 
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教育月刊誌『指導と評価』において，2025年 9月号から 2026年 3月号まで，共通テーマ

「データで読み解く子どもたちの今 ― 子ども支援アプリ『ぷりん（P-Lin）』で行うアセ

スメントと心理支援 ―」によるリレー連載が，下記のとおり掲載された。 

 

第 1回（2025年 9月号） 田村節子 pp.60-61 

「子ども支援アプリ『ぷりん（P-Lin®）』の概要」 

第 2回（2025年 10月号）八並光俊 pp.60-61 

「ぷりん（P-Lin）による教育効果の見える化 ― 教育相談総合調査シグマで生徒の変容

をみる ―」 

第 3回（2025年 11月号）中井大介・新井雅 pp.58-59 

「ぷりん（P-Lin）といじめ・不登校の未然防止・早期発見対応」 

第 4回（2025年 12月号） 池田裕一 pp.54-55 

「ぷりん（P-Lin）でわかる睡眠のトラブル」 

第 5回（2026年 1月号）  山口豊一・石川満佐育 pp.55-56 

「ぷりん（P-Lin）の校内活用の実際」 

第 6回（2026年 3月号） 石隈利紀 pp.54-55 

「学校生活の質を高めるための校内支援システム－ぷりん P-LinⓇ活用の目的と意義－」 
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付記 

 

本研究は，令和 5～7年度教育データ分析・研究推進事業の一環として実施されたもので

ある。本事業の実施にあたり，ご支援を賜った関係機関の皆様に，心より御礼申し上げま

す。 

 

また，P-Linの導入および運用にご協力いただいた教育委員会，学校関係者，教職員の皆

様，ならびに調査・入力にご協力いただいた児童生徒の皆様に，深く感謝申し上げます。

さらに，アプリの開発・改修，学校現場での運用調整，データ整理および分析に関わって

くださった関係者の皆様に，厚く御礼申し上げます。 

 

本報告書に示した分析は，P-Linに蓄積された教育データの一部を用いて，現時点で整理

可能であった内容を中心にまとめたものである。今後も継続的なデータ整備および追加分

析を通して，教育データを活用した児童生徒理解と学校支援体制の充実に資する知見の蓄

積を進めていく予定である。 
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